
年度

その他
（みんなでつくる
まちの寄附金他）

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 234

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名
世界に誇れる安全で安心なまちづくり基金積
立事業

財務会計上の事業名
世界に誇れる安全で安心なまちづ
くり基金積立事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 1 1 1 担当部署名 危機管理課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第１節災害に強いまちづくり

項目

R4年度 R5年度

項目１インターナショナル・セーフティシティの構築

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

世界に誇れる安全で安心なまちづくり基金

事業の手段・方法
（どのように）

基金の積立

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 世界に誇れる安全で安心なまちづくり基金の積立を行う。

めざす姿（目標） 積み立てた基金を適切に管理し、安全対策事業を推進する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

主
な
内
訳

積立金 21,619 12,867 133

事　業　費（千円）Ａ 21,619 12,867 133 基金利子（千円/年） 11千円/年

成果の達成状況 A.順調に推移している

その他

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）
実績

（R4年度）
目標値

（R４年度）

38千円/年 65千円/年

21,619 12,867 133

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

基金の積立は概ね順調に推移しているため

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

0 0

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

基金の積立に関しては、池田市みんなでつくるまちの寄附金からの充当額にもよるが、例年通りの積立を実施できている。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

寄附受入額の割に充当額が少ない。

受入額と充当額に開きがあるため

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

B.改善の余地がある

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

0

竹安災害対策事業との兼ね合いもあるが、今後は防犯だけではなく防災への充
当も検討していく。

NO.234



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

基金の積立に関しては、利用率が大きく作用しているところではあるが、概ね例年通りの積立がで実施できている。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

特になし

最も効率的な方法で実施できているため

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

0

今後も適切な事業への充当をすべく基金の積立を実施していく予定。

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

18千円/年 90千円/年

28 18 63

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

基金の積立は概ね順調に推移しているため

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

0 0

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

主
な
内
訳

積立金 28 18 63

事　業　費（千円）Ａ 28 18 63 基金利子（千円/年） 93千円/年

事業の手段・方法
（どのように）

基金の積立

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 竹安災害対策基金の積立を行う。

めざす姿（目標） 積み立てた基金を適切に管理し、災害対策事業を推進する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目１インターナショナル・セーフティシティの構築

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

竹安災害対策基金

その他
(竹安災害対策

基金利子)

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 235

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 竹安災害対策基金積立事業 財務会計上の事業名 竹安災害対策基金積立事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 1 1 2 担当部署名 危機管理課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第１節災害に強いまちづくり

項目

NO.235



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

特殊詐欺被害が増加しており、高齢者を狙った犯罪被害が多発しているほか、子どもを狙った犯罪（スマホによる盗撮等）も依然発生している状況にある。
安全パトロール隊の巡回及び声かけ、青色パトロール車によるスピーカーでの広報を適宜実施し、犯罪の未然防止に努めている。そのため、安全パトロール隊の活
動は地域の安全を守るという観点から、大きな役割を担っているものと思料。
特殊詐欺被害や子どもへの犯罪被害等の防止に今後も青パト活動は必要性が高いものと認識している。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

防犯カメラとのすみ分け等

犯罪件数等の減少による

100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

1,675

高齢者及び子どもを狙った犯罪等を未然に防ぐためには、安全パトロール隊の
巡回及び声かけ、広報が重要となってくることや、防犯カメラとの併用によって
犯罪抑止効果を発揮するものであることから、警察との連携を強化しつつ人の
目による見守り活動を継続して実施する予定。

修繕料 75

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

557件/年 730件/年

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

青パト活動は、市民に広く認知され、地域の防犯維持
に貢献しているため

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

1,652 2,309

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

131 235

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

100.0%

主
な
内
訳

燃料費 745 752 850

事　業　費（千円）Ａ 1,675 1,652 2,309 犯罪発生件数 809件/年

自動車借上料 665 665 666

事業の手段・方法
（どのように）

安全パトロールによる市内巡回

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 市域の児童施設を中心とした安全パトロール隊の巡回により、安全監視を行う。

めざす姿（目標） 犯罪防止や非常事態への対応を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目１インターナショナル・セーフティシティの構築

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市民、職員

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 236

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 セーフティーキーパー事業 財務会計上の事業名 セーフティーキーパー事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 1 1 3 担当部署名 危機管理課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第１節災害に強いまちづくり

項目

NO.236



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

犯罪発生件数（刑法犯認知件数）は、実施計画策定時より減少してはいるが、前年度比較すると増加した。これに比例して特殊詐欺件数も年々手口が巧妙になり増
加している。
それらの被害を未然に防ぐためには、啓発活動を広く実施することが重要となり、本事業で実施する街頭キャンペーン等がその一助を担っていると考えられる。
こども１１０番の旗等の配布は、平成２７年度から令和４年度までで合計750本配布している。（令和４年度の配布数は197本）

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

特になし

新型コロナウイルス感染症拡大防止に伴い２年連続未
実施であった街頭キャンペーンを開催することがで
き、市民に対しで防犯の広報及び啓発活動ができたた
め33.6%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 0.4%

うち受益者負担 Ｂ

1

市民が参加しやすい各種行事の検討及び他方面からの安全施策を実施。
今後も池田市防犯委員会や池田警察署との連携を図り、市民の防犯意識の向上
に繋げていく。

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

557件/年 730件/年

246 357 350

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

教育大学附属池田小学校の事件から21年が経過し、
令和４年度も市民安全のつどいを開催。池田市防犯委
員会や池田警察署と連携を図り、市民への防犯意識の
向上から犯罪発生件数の減少に大きく貢献したため地方債

上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

0 177

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

主
な
内
訳

補助金 247 357 527 市民安全のつどい参加者数 100人

事　業　費（千円）Ａ 247 357 527 犯罪発生件数 809件/年

65人 120人

事業の手段・方法
（どのように）

市民安全のつどい、市民安全街頭キャンペーンの実施、こども１１０番の旗の配布

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 市民安全のつどいや街頭キャンペーンなど、安全への啓発を各種団体と連携して実施する。

めざす姿（目標） 安全意識の高揚及び自主的な地域安全活動の推進を図り、暴力、犯罪などを防止する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目１インターナショナル・セーフティシティの構築

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市民

その他
(世界に誇れる安全で
安心なまちづくり基金

繰入金)

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 237

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 池田市市民安全実行委員会事務事業 財務会計上の事業名
池田市市民安全実行委員会事務事
業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 1 1 4 担当部署名 危機管理課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第１節災害に強いまちづくり

項目

NO.237



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

警察等と協同した事業の実施は、市民の安全で安心なまちづくりの一環として今後も重要な役目を担っており、市民の防犯意識の向上を図ることが、犯罪の減少
に繫がっていく。犯罪抑止のためには防犯委員による見守り、相談、広報活動が必要不可欠であり、本事業の展開によって世界に誇れる安全で安心なまちづくり
の一助を担っていると考えられる。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

地域における防犯委員の高齢化

犯罪の減少のためには、防犯委員会活動を通じて市民
や各種団体が警察等関係者と協力していく必要がある
ため

100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

2,375

現役世代を取り込み、若い世代にも興味・関心をもってもらうために地域に根
付いた活動を目指し、自主防災活動の推進を図るために引き続き防犯委員会の
活動への適正な助成を実施する。

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

557件/年 730件/年

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

防犯委員会の様々な活動が、犯罪発生件数の減少の一
助を担っていると思われるため

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

2,256 2,256

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

100.0%

主
な
内
訳

補助金 2,375 2,256 2,256

事　業　費（千円）Ａ 2,375 2,256 2,256 犯罪発生件数 809件/年

事業の手段・方法
（どのように）

安全で安心なまちづくりに努めるため、池田市防犯委員会の活動に助成を行う

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 犯罪などの被害を未然に防止し、安全で安心なまちづくりを推進するため、防犯委員会の活動に対して、助成する。

めざす姿（目標）
防犯委員会の活動などを通じて市民や各種団体が、警察など関係機関と協力することで、犯罪を防止する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目１インターナショナル・セーフティシティの構築

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

池田市防犯委員会

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 238

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 防犯委員会補助事業 財務会計上の事業名 防犯委員会補助事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 1 1 5 担当部署名 危機管理課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第１節災害に強いまちづくり

項目

NO.238



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

犯罪発生件数の減少のためには、防犯カメラの設置による抑止効果及び事案発生後の迅速な開示における事件の早期解決が大変重要であり、本市でも警察と連
携した上で必要な箇所に一定数の設置をしてきたところ。現状、その成果が顕著に表れているものと考える。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

防犯カメラの維持管理及び経年劣化による交換費用の捻出等

防犯カメラの設置は、一定必要数を設置し、適正な管
理運用を実施できているため

100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

13,519

保守点検を含め適正な管理運用を図るとともに必要箇所等については、警察と
密に連携を図りながら、セーフティーキーパー事業との関連も踏まえた上で事
業を実施していく予定。

機器借上料 11,979

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

557件/年 730件/年

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

犯罪発生件数が顕著に減少しているため
防犯カメラの設置台数について、目標値に到達できて
いるため

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

14,236 17,229

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

12,794 14,825

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

100.0%

主
な
内
訳

設備保守点検委託料 770 418 688 防犯カメラ設置台数 191台

事　業　費（千円）Ａ 13,519 14,236 17,229 犯罪発生件数 809件/年

225台 191台

電気使用料 719 818 968

事業の手段・方法
（どのように）

防犯カメラの設置

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 地域での防犯意識の高揚を図り、住民とともに防犯活動を推進するため、防犯カメラを設置する。

めざす姿（目標） 犯罪防止や非常事態への対応を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目１インターナショナル・セーフティシティの構築

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市民全般

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 239

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 地域防犯対策事業 財務会計上の事業名 地域防犯対策事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 1 1 6 担当部署名 危機管理課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第１節災害に強いまちづくり

項目

NO.239



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

池田市地域防災計画は、関係法令や防災基本計画等の改正に合わせて毎年検討を加え、必要に応じて修正を行い、計画の実効性を向上させている。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

特になし

現状の事業の実施方法が最も効率的であり、かつコス
トを抑えた事業実施が可能であるため

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

大阪府地域防災計画の修正内容との調和を図るとともに、災害対応を通じて得
た教訓から対策を具体化し年度修正に反映。

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

完了 完了

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

必要に応じて適正に会議の開催を実施しているため

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

池田市地域防災計画

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

主
な
内
訳

事　業　費（千円）Ａ - - - 地域防災計画の見直し １回

事業の手段・方法
（どのように）

地域防災計画の制定

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容 地域の実情に即して地域防災計画の見直しを行うとともに、適切な運用を図るなど、防災活動を総合的かつ計画的に推進する。

めざす姿（目標） 地域防災計画を推進し、事情に応じた計画の見直しを適宜実施する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目２地域防災計画の推進

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

庁内各部署及び関係機関

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 240

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 地域防災計画推進事業 財務会計上の事業名 ー

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 1 2 1 担当部署名 危機管理課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第１節災害に強いまちづくり

項目

NO.240



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 241

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 防災訓練事業 財務会計上の事業名 防災訓練事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 1 2 2 担当部署名 危機管理課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第１節災害に強いまちづくり

項目

R4年度 R5年度

項目２地域防災計画の推進

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

豊能地区３市２町合同防災訓練協議会

事業の手段・方法
（どのように）

豊能地区３市２町合同防災訓練を実施する

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 災害時における広域的な応急対策の連携強化を目的とした、豊能地区3市2町合同防災訓練を実施する。

めざす姿（目標） 住民と防災関係機関との連携を強化するとともに、災害時の応急対策を向上させ、災害時における被害の軽減を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

主
な
内
訳

負担金 500 0 0 協議会の開催（回/年） １回/年

事　業　費（千円）Ａ 500 0 0 合同防災訓練の実施（回/年） ０回/年

６回/年 ７回/年

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

池田市地域防災計画

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）
実績

（R4年度）
目標値

（R４年度）

１回/年 １回/年

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

平成３０年度は災害が多発したため中止となったが、
例年１回の訓練が適切に実施できているため

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

0 0

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

豊能地区の自治体、関係機関が合同で防災訓練を行うことで連携ある対応に繫がり、災害時にも必要に応じて協力体制を取りやすい関係が築けている。例年、よ
り実践に応じた内容への改定が課題となっていたが、　令和４年１１月に実施した合同防災訓練では、大阪北部地域における大規模地震発生の１週間後を想定し、
余震が続く状況下における災害対策本部の図上シミュレーションを実施した。各市町村がそれぞれの庁舎内会議室で実施し、オンラインにて中継を行った。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

特になし

例年１回豊能地区3市２町合同防災訓練を実施し、訓練
内容等様々な工夫を凝らし、災害発生時に対応できる
防災力の向上が見込まれるため

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

500

従前の訓練は取りやめ、合同会議の開催や、合同研修を企画・実施する方向性。

NO.241



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

水路補修の要望に加え、草刈や清掃等の維持管理の要望が増加傾向となっている。また、大雨や豪雨災害に対する緊急対応や対策について、関係部署と連携した
取組みが必要。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

大雨や豪雨災害が増加傾向にあるため、今後の維持管理方法の検討が必要。

池田みどりスポーツ財団への補助金の見直しが必要。

88.2%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

B.改善の余地がある

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 81.5%

うち受益者負担 Ｂ

6,252

《上記方向性の理由・今後のスケジュール等》
水路補修や草刈等について、多数の要望をいただいている中で、順次、対応を
実施できているところ。引き続き、本事業の推進が必要。

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

1,644m 1,500m

579 592 540

国・府支出金 839 956 836

A.有効的である（改善の余地がない）

市内一円の河川や水路等の適切な維持管理ができて
いるため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

6,791 10,277

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

草刈 - 16,219㎡ 12,000㎡

水路スクリーン清掃 - 987箇所 900箇所

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

81.4%

主
な
内
訳

補助金 7,670 8,339 11,653 水路補修 -

事　業　費（千円）Ａ 7,670 8,339 11,653 水路・溝清掃 -

1箇所 10箇所

事業の手段・方法
（どのように）

清掃や草刈、浚渫、修繕等により適切な維持管理を行う。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 全部委託

事業内容 市内河川の適切な維持管理を行う。

めざす姿（目標） 適切な維持管理を行うことで、市内河川の機能を維持する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目３治山・治水事業の推進

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市内一円の河川や水路等。

その他 (土木使用料 )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 242

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 河川維持管理事業 財務会計上の事業名 河川維持管理事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 1 3 1 担当部署名 土木管理課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第１節災害に強いまちづくり

項目

NO.242



年度

その他 (　　　　　)

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 243

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 用排水施設管理事業 財務会計上の事業名
用排水施設管理事業／用排水施設
管理工事

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 1 3 2 担当部署名 土木管理課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第１節災害に強いまちづくり

項目

R4年度 R5年度

項目３治山・治水事業の推進

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市内一円の用排水路等

事業の手段・方法
（どのように）

用排水路の修繕や浚渫、土砂処分等を実施する。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容 現有の用排水施設の適切な維持管理を行う。

めざす姿（目標） 土砂浚渫や用排水路の継続的な整備など、適切な管理を実施し、機能を維持する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

100.0%

主
な
内
訳

修繕料 2,522 2,782 4,000

事　業　費（千円）Ａ 35,517 33,721 22,647 整備延長 200m/年

請負費 19,745 17,765 18,000

成果の達成状況 A.順調に推移している

拡充

令和

1,727 200

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

処分委託料 1,727

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

65m/年 250m/年

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

用排水路等について、点検や補修等の維持管理ができ
ているため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

33,721 22,647

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

用排水路等の老朽化に伴う補修の要望が増加傾向にあることに加え、大雨や豪雨災害に対する緊急対応や対策が必要となっており、関係部署と連携した取組み
が必要。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

大雨や豪雨災害に対する対応や対策が増加していくと用排水路等の補修ペース
が落ち、未整備区間が残されて、用排水路の整備が遅れる課題がある。

限られた予算のなかで、工夫をしながら発注し、用排水
路等の修繕を実施できているため。

100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

35,517

《上記方向性の理由・今後のスケジュール等》
大雨や豪雨災害の増加を背景に市民の用排水路等に対する意識が高まってい
ることから、多くの補修要望を受けており、今後の補修や改修を実施していくた
めの予算確保が必要。

NO.243



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

大雨や豪雨災害が増加傾向にあり、各地のダムで緊急放流が実施されるなど、記録的な雨量が毎年発生している状況となっているため、今後も適確な情報の収
集が必要。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

水防情報に対する組織再編を検討していくとともに、関係機関との連携を強化し
ていく必要がある。

水防情報を収集するための手段として、他に選択肢が
無いため。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

0

《上記方向性の理由・今後のスケジュール等》
今後についても、引き続き、水防情報の収集に努めていく必要がある。

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

0回 0回

国・府支出金 107 107 124

A.有効的である（改善の余地がない）

水防活動を実施するにあたり、的確な情報を収集する
ことができた。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

0 0

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

主
な
内
訳

通信運搬費 107 107 124

事　業　費（千円）Ａ 107 107 124 水防ホットライン活用回数 -

事業の手段・方法
（どのように）

水防活動時の情報を的確に把握する。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 河川及び水防情報を適確に収集し、円滑に防災、災害対策活動を行う。

めざす姿（目標） 適確な情報収集を行い、水防活動に活用する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目３治山・治水事業の推進

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市民

その他 (　　　　　)

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 244

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 河川情報収集事業 財務会計上の事業名 河川情報収集事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 1 3 3 担当部署名 土木管理課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第１節災害に強いまちづくり

項目

NO.244



年度

その他 (　　　　　)

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 245

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 災害防止事業 財務会計上の事業名 災害防止事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 1 3 4 担当部署名 土木管理課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第１節災害に強いまちづくり

項目

R4年度 R5年度

項目３治山・治水事業の推進

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

河川の氾濫により溢水する可能性のある地域住民等。

事業の手段・方法
（どのように）

災害時に必要な土嚢の備蓄等。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容 河川の氾濫に備え、災害備蓄を行う。

めざす姿（目標） 災害防止資材を蓄えて、浸水による被害を抑える。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

100.0%

主
な
内
訳

消耗品費 19 19 20

事　業　費（千円）Ａ 363 363 368 土のう配布数 1,000袋/年

原材料費 128 127 128

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

216 220

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

土のう作成委託料 216

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

100袋/年 1,000袋/年

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

大雨や豪雨災害対策として、継続して土嚢配布を実施
している。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

363 368

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

大雨や豪雨災害が増加傾向にあり、各地のダムで緊急放流が実施されるなど、記録的な雨量が毎年発生している状況となっているため、今後も継続的な土嚢配
布が必要。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

土のうステーションを活用するなど、効率的な配布を実施していく。

水害防止や軽減のために、土嚢の設置が効果的である
ため。

100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

363

《上記方向性の理由・今後のスケジュール等》
各地の豪雨被害報道等により、市民の意識が高まっており、土嚢配布を継続的
に実施する必要があるため。

NO.245



年度

その他 (　　　　　)

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 246

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 既存家屋土砂災害対策補助事業 財務会計上の事業名 既存家屋土砂災害対策補助事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 1 3 5 担当部署名 土木管理課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第１節災害に強いまちづくり

項目

R4年度 R5年度

項目３治山・治水事業の推進

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

土砂災害特別警戒区域内にある既存家屋。

事業の手段・方法
（どのように）

住宅の撤去費や補強に関する設計及び工事費の一部を補助する。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 土砂災害特別警戒区域内の住宅について、移転又は補強に係る費用に対して、補助金を交付する。

めざす姿（目標） 土砂災害による被害を抑える。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

主
な
内
訳

補助金 0 0 926

事　業　費（千円）Ａ 0 0 926 HP更新回数 -

成果の達成状況 C.判断できない

現状維持

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）
実績

（R4年度）
目標値

（R４年度）

0回 1回

国・府支出金 694

A.有効的である（改善の余地がない）

申請が無いため、判断できない。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

0 232

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

平成２９年度からの開始している制度であり、国や府の今後の動向を注視していく必要がある。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

ホームページの掲載方法や広報誌の活用を検討する等、対象家屋に対する周知
に努めていく。

土砂災害から市民の安全を確保するためには、有効な
手段となるため。

25.1%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

0

《上記方向性の理由・今後のスケジュール等》
国や府の動向を注視していくとともに、必要に応じて制度改正等を迅速に実施
していく。

NO.246



年度

その他
(竹安災害対策
基金繰入金)

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 247

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 防災対策事業 財務会計上の事業名 防災対策事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 1 4 1 担当部署名 危機管理課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第１節災害に強いまちづくり

項目

R4年度 R5年度

項目４緊急避難施設の整備と緊急物資の確保

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市民、通勤、通学者等

事業の手段・方法
（どのように）

大阪府域内の救援物資必要量を計画的に備蓄

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容
市内小学校を備蓄倉庫として活用し、非常用食糧などの備蓄を行うとともに、避難行動要支援者の同意の取得や防災システムの運用
などを行う。

めざす姿（目標） 非常用食糧などを確保するとともに、要支援者の安全を確保するなど各種防災対策を推進し、災害時における被害の軽減を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

54.7%

主
な
内
訳

消耗品費 2,142 4,449 9,560

事　業　費（千円）Ａ 6,769 11,154 14,448 備蓄率 80%

医薬材料費 42 47 50

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

池田市地域防災計画

令和

300 290

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

印刷製本費 267

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

100% 100%

2,238 5,053 10,050

国・府支出金

B.改善の余地がある

物資の備蓄は計画的に実施できているため

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

6,101 4,398

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

平成28年度に実施された備蓄物資目標の見直しに応じ、本市においても５か年計画の中でも備蓄を進めてきたが、令和２年度に最終年となり備蓄目標は達成し
た。令和４年度においても、備蓄物資目標を維持し、適宜備蓄を実施している。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

特になし

備蓄物資は日々進化しているため、情報収集を行い、
より有効的かつ効率的な備蓄を実施していく必要があ
るため

30.4%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

B.改善の余地がある

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 66.9%

うち受益者負担 Ｂ

4,531

現状の社会情勢に見合った備蓄物資の見直し及び備蓄方針等について適宜調
整を行いながら実施していく予定。

NO.247



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

災害時要援護者対策について、国からは「災害時要援護者の避難支援ガイドライン」（平成18 年3 月）を示されていたが、平成23 年の東日本大震災の教訓を踏
まえ、平成25 年の災害対策基本法の改正において、避難行動要支援者名簿を活用した実効性のある避難支援がなされるよう、 避難行動要支援者名簿の作成が
市町村に義務付けられた。また、避難行動要支援者本人からの同意を得て、平常時から消防機関や民生委員等の避難支援等関係者に情報提供することや、 現に
災害が発生、または発生のおそれが生じた場合には、本人の同意の有無に関わらず、名簿情報を避難支援等関係者その他の者に提供できること等がなどが定め
られた。本市では、危機管理部門において平成27年度より避難行動要支援者名簿を作成している。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

・庁内での名簿の共有・活用が進んでいない。
・高齢者の避難支援の方針を定められていない。
・名簿の提供を受けている地域が一部にとどまっている。

当該事業を進めるためには、危機管理部門と福祉部門
の連携や人員の確保が必要。また地域での支援者への
名簿提供方法等、事業内容の見直しが必要であると考
えられるため。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

B.改善の余地がある

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

危機管理部門と福祉部門の情報共有と連携を進め、災害時の支援体制の構築
をはかる。

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

6,455人 5,750人

国・府支出金

B.改善の余地がある

目標値を上回り、増加しているため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

主
な
内
訳

事　業　費（千円）Ａ - - -
避難行動要支援者名簿登録
者数

5,573人

事業の手段・方法
（どのように）

緊急時や災害時における要援護者の避難支援を進める。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 避難行動要支援者名簿を共有・活用し、災害発生時の迅速な支援体制を確立する。

めざす姿（目標） 高齢者の緊急時や災害時の安全と安心を確保する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目４緊急避難施設の整備と緊急物資の確保

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

高齢者

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 248

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 高齢者災害対策事業 財務会計上の事業名 ー

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 1 4 3 担当部署名 高齢・福祉総務課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第１節災害に強いまちづくり

項目

NO.248



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

大規模災害時における障がい者（児）の避難誘導の必要性

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

障がい者（児）の避難所での生活圏の確保

対象となる障がい者が避難行動要支援者名簿に登載
されているため。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

0

担当所管課等と協力し、大規模災害時における障がい者（児）の安心・安全の確
保が必要。

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

1,771人 2,000人

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

個々の避難所への誘導等、個別の確認ができないのが
現状

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

0 0

成果の達成状況 B.順調に推移していない

現状維持

第5期池田市障害者計画

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

主
な
内
訳

事　業　費（千円）Ａ 0 0 0
避難行動要支援者名簿登録
者数

1,815人

事業の手段・方法
（どのように）

大規模災害時に障がい者（児）に必要な情報提供・安否確認・避難誘導を行う。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容
大規模災害時に情報提供、安否確認、避難誘導など障がい者に配慮したきめ細やかな対応ができるよう地域の諸団体、関係機関との
連携のもと体制の充実を図り、支援体制を確立する。

めざす姿（目標） 障がい者の緊急時や災害時の安全と安心を確保する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目４緊急避難施設の整備と緊急物資の確保

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

障がい者（児）

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 249

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 障がい者災害対策事業 財務会計上の事業名 ー

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 1 4 4 担当部署名 障がい福祉課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第１節災害に強いまちづくり

項目

NO.249



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 250

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 災害見舞金給付事業 財務会計上の事業名 災害見舞金給付事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 1 4 5 担当部署名 生活福祉課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第１節災害に強いまちづくり

項目

R4年度 R5年度

項目４緊急避難施設の整備と緊急物資の確保

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

災害、交通事故、または犯罪行為により被害を受けた者、またはその遺族。

事業の手段・方法
（どのように）

被災者本人に見舞金、被災者の遺族に弔慰金を支給する。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 災害などにより被害を受けた市民、遺族に対して、見舞金や弔慰金を給付する。

めざす姿（目標） 災害などにより被害を受けた市民、遺族に対して、迅速に支援する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

100.0%

主
な
内
訳

災害見舞扶助費 100 300 380 災害弔慰金給付件数 0件

事　業　費（千円）Ａ 100 300 380 災害見舞金給付件数 7件

0件 1件

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）
実績

（R4年度）
目標値

（R４年度）

3件 3件

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

被災した者への支援は、実施できている。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

300 380

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

　火災については、毎年数件発生し、随時見舞金等の支給を行っている。台風や地震、大雨など災害がいつ起こるかわからないが、数年に一度何かの災害が起こっ
ている状況であるため、随時対応ができる事業体制が必要となっている。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

　近隣市の状況を確認すると、見舞金等に金額の開きがある。金額の変更や制度
の見直しを含めて検討していく必要がある。

池田市からの被災者または被災者の遺族への配慮とし
て意義があるため。

100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

100

　近隣市の状況を鑑み、今後の制度の必要性が検討課題であるが、被災者や被
災者の遺族への配慮として、現状維持を考えている。

NO.250



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 251

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 一部損壊等住宅修繕補助事業 財務会計上の事業名 一部損壊等住宅修繕補助事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 1 4 6 担当部署名 都市政策課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第１節災害に強いまちづくり

項目

R4年度 R5年度

項目４緊急避難施設の整備と緊急物資の確保

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

住宅の所有者

事業の手段・方法
（どのように）

修繕費用一部補助

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 自然災害により損壊した住宅を修繕する者に対して、補助金を交付する。

めざす姿（目標） 自然災害などによる市内の人的又は物的な被害の軽減を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

主
な
内
訳

補助金 0 0 80

事　業　費（千円）Ａ 0 0 80 補助件数 10件/年

成果の達成状況 C.判断できない

現状維持

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）
実績

（R4年度）
目標値

（R４年度）

0件/年 40件/年

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

災害の発生が無く、申請がないため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

0 80

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

災害時に迅速な対応をするため、予算枠の確保が重要。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

大規模な災害が発生した場合、現状の予算額での対応が困難。

災害時の補助であり、災害に備えるという観点では予
算枠の確保は有効であるため。

100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

0

自然災害の被害に備えるため、事業を継続する。

NO.251



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 252

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 防災備蓄倉庫管理事業 財務会計上の事業名 防災備蓄倉庫管理事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 1 4 7 担当部署名 危機管理課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第１節災害に強いまちづくり

項目

R4年度 R5年度

項目４緊急避難施設の整備と緊急物資の確保

　

2 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市民

事業の手段・方法
（どのように）

旧細河小学校跡地に整備した防災備蓄倉庫を適切に管理する

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容 防災備蓄倉庫内における物資の維持・管理を行う。

めざす姿（目標） 大規模災害時にスムーズな受援と避難所への物資運搬を行う。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

100.0%

主
な
内
訳

光熱水費 238 247 309

事　業　費（千円）Ａ 686 737 991 法定点検実施率 ー

備品購入費 0 0 0

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

445 468

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

委託料 424

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

100% 100%

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

施設管理については、法定上の維持管理ができている
ため

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

737 991

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

令和元年度に完成した防災備蓄倉庫を管理するために本事業が開始され、必要な事務用品等も整い、整備委託も開始し適切な管理を行っている。また、備蓄倉庫
の機能としても平常時から購入している備蓄物資等の整備に関しても問題なく実施できている。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

特になし

適切な管理運用ができているため

100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

686

今後も適切な管理運用を行うべく、本事業を実施していく予定。

NO.252



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 253

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 都市防災推進事業 財務会計上の事業名 ー

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 1 5 1 担当部署名 都市政策課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第１節災害に強いまちづくり

項目

R4年度 R5年度

項目５都市構造の不燃化・耐震化

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市街化区域

事業の手段・方法
（どのように）

準防火地域の都市計画変更を行う。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容
今後起こりうる地震などの大規模災害時に発生する火災に対して、延焼防止効果策を検討し、あわせて新たな準防火地域の指定を検
討する。

めざす姿（目標） 準防火地域の指定面積を拡大し、都市構造の不燃化を促進する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

主
な
内
訳

事　業　費（千円）Ａ ー ー ー 準防火地域面積 26ha

成果の達成状況 B.順調に推移していない

その他

池田市都市計画マスタープラン

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）
実績

（R4年度）
目標値

（R４年度）

２６ha 770ha

国・府支出金

B.改善の余地がある

新型コロナウイルス感染症による経済面への影響は非
常に大きく、規制強化による建築需要等への影響を考
え、手続きを止めているため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

都市防災に関する方針として、市街化区域内の建蔽率６０％以上の地域については、原則として準防火地域の指定を促進し、耐火・準耐火建築物への誘導を図る
としている。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

指定拡大に向けパブリックコメントを実施したところ、コロナ禍による経済面へ
の影響が大きいことから、指定拡大の再検討や補助制度の検討等についての要
望あり。

準防火地域の指定は、都市の不燃化を促進し災害に強
い市街地の形成するため不可欠であるが、コロナ禍で
あることから、実施する時期について慎重に検討する
必要がある。また、地域の特性や安全性、経済性等を考
慮して、指定する範囲については、過度な規制となら
ないよう検討が必要。受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

B.改善の余地がある

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

新型コロナウイルス感染症による経済面での影響を考慮しつつ、指定拡大の是
非等も含め、準防火地域の都市計画変更について再検討する。

NO.253



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

耐震補助の利用向上のため、令和2年度より、代理受領制度を導入した。
第2期池田市住宅・建築物耐震促進計画（平成29年4月策定）における住宅の耐震化率は、中間検証（令和2年）時点で92.9％に達し、令和4年度には95.4％と
なり、令和７年度目標値である95％を達成した。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

旧耐震基準で建築された木造住宅の耐震化率と補助実績の向上。

活動については、ダイレクトメールやホームページ、広
報誌への掲載により耐震啓発を行っている。

25.1%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 25.3%

うち受益者負担 Ｂ

38

旧耐震基準で建築された木造住宅の耐震補助については、引き続き実施し、建
築物の耐震性の向上を図り、災害に強いまちづくりを推進する。
補助予算件数については実績を考慮し、検討する。

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

95.4% 94%

国・府支出金 112 187 262

A.有効的である（改善の余地がない）

住宅の耐震化率の目標値である94％を達成した。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

63 88

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

第2期池田市住宅・建築物耐震改修促進計画

令和

耐震啓発活動（ダイレクトメー
ル）

1エリア 1エリア 1エリア

耐震診断補助金交付件数 30件 5件 10件

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

25.2%

主
な
内
訳

旧耐震木造耐震診断 150 250 350 耐震化率（特定建築物） 88.7%

事　業　費（千円）Ａ 150 250 350 耐震化率（住宅） 85.9%

90.3% 95%

事業の手段・方法
（どのように）

建築物の所有者が行う耐震診断に対して補助金を交付

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 耐震診断の啓発活動を行うとともに、耐震診断を行う所有者などに対して、補助金を交付する。

めざす姿（目標） 建築物の耐震性の向上を図り、災害に強いまちづくりを推進する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目５都市構造の不燃化・耐震化

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

建築物の所有者

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 254

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 既存民間建築物耐震診断補助事業 財務会計上の事業名 既存民間建築物耐震診断補助事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 1 5 2 担当部署名 審査指導課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第１節災害に強いまちづくり

項目

NO.254



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 255

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 既存民間建築物耐震設計補助事業 財務会計上の事業名 既存民間建築物耐震設計補助事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 1 5 3 担当部署名 審査指導課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第１節災害に強いまちづくり

項目

R4年度 R5年度

項目５都市構造の不燃化・耐震化

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

建築物の所有者

事業の手段・方法
（どのように）

建築物の所有者が行う耐震設計に対して補助金を交付

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 耐震設計の啓発活動を行うとともに、耐震設計を行う所有者などに対して、補助金を交付する。

めざす姿（目標） 建築物の耐震性の向上を図り、災害に強いまちづくりを推進する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

主
な
内
訳

耐震設計補助 0 0 300 耐震化率（特定建築物） 88.7%

事　業　費（千円）Ａ 0 0 300 耐震化率（住宅） 85.9%

90.3% 95%

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

第2期池田市住宅･建築物耐震改修計画

令和

耐震啓発活動（ダイレクトメー
ル）

1エリア 1エリア 1エリア

耐震設計補助金交付件数 15件 0件 5件

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）
実績

（R4年度）
目標値

（R４年度）

95.4% 94%

国・府支出金 0 0 225

A.有効的である（改善の余地がない）

住宅の耐震化率の目標値である94％を達成した。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

0 75

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

耐震補助の利用向上のため、令和2年度より、代理受領制度を導入した。
第2期池田市住宅・建築物耐震促進計画（平成29年4月策定）における住宅の耐震化率は、中間検証（令和2年）時点で92.9％に達し、令和4年度には95.4％と
なり、令和７年度目標値である95％を達成した。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

耐震診断実施後、耐震設計及び耐震改修へ移る割合が低い。

活動については、ダイレクトメールやホームページ、広
報誌への掲載により耐震啓発を行っている。

25.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

0

旧耐震基準で建築された木造住宅の耐震補助については、引き続き実施し、建
築物の耐震性の向上を図り、災害に強いまちづくりを推進する。
補助予算件数については実績を考慮し、検討する。

NO.255



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 256

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 既存民間建築物耐震改修補助事業 財務会計上の事業名 既存民間建築物耐震改修補助事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 1 5 4 担当部署名 審査指導課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第１節災害に強いまちづくり

項目

R4年度 R5年度

項目５都市構造の不燃化・耐震化

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

建築物の所有者

事業の手段・方法
（どのように）

建築物の所有者が行う耐震改修に対して補助金を交付

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 耐震改修の啓発活動を行うとともに、耐震改修を行う所有者などに対して、補助金を交付する。

めざす姿（目標） 建築物の耐震性の向上を図り、災害に強いまちづくりを推進する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

25.0%

主
な
内
訳

耐震改修補助 0 400 1,200 耐震化率（特定建築物） 88.7%

事　業　費（千円）Ａ 0 400 1,200 耐震化率（住宅） 85.9%

90.3% 95%

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

第2期池田市住宅･建築物耐震改修促進計画

令和

耐震啓発活動（ダイレクトメー
ル）

1エリア 1エリア 1エリア

耐震改修補助金交付件数 15件 1件 5件

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）
実績

（R4年度）
目標値

（R４年度）

95.4% 94%

国・府支出金 0 300 900

A.有効的である（改善の余地がない）

住宅の耐震化率の目標値である94％を達成した。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

100 300

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

耐震補助の利用向上のため、令和2年度より、代理受領制度を導入した。
第2期池田市住宅・建築物耐震促進計画（平成29年4月策定）における住宅の耐震化率は、中間検証（令和2年）時点で92.9％に達し、令和4年度には95.4％と
なり、令和７年度目標値である95％を達成した。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

耐震診断実施後、耐震設計及び耐震改修へ移る割合が低い。

活動については、ダイレクトメールやホームページ、広
報誌への掲載により耐震啓発を行っている。

25.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

0

旧耐震基準で建築された木造住宅の耐震補助については、引き続き実施し、建
築物の耐震性の向上を図り、災害に強いまちづくりを推進する。
補助予算件数については実績を考慮し、検討する。

NO.256



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 257

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 既存民間ブロック塀等安全対策補助事業 財務会計上の事業名
既存民間ブロック塀等安全対策補
助事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 1 5 5 担当部署名 審査指導課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第１節災害に強いまちづくり

項目

R4年度 R5年度

項目５都市構造の不燃化・耐震化

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

既存ブロック塀の所有者

事業の手段・方法
（どのように）

危険なブロック塀の撤去を行う所有者に対して補助金を交付

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 既存ブロック塀などの撤去を行う所有者などに対して、補助金を交付する。

めざす姿（目標） 地震発生時の既存ブロック塀などの倒壊による被害の軽減や安全性の向上を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

50.1%

主
な
内
訳

ブロック塀撤去 750 551 1,000

事　業　費（千円）Ａ 750 551 1,000 撤去補助金交付件数 29件

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）
実績

（R4年度）
目標値

（R４年度）

6件 10件

国・府支出金 562 275 500

A.有効的である（改善の余地がない）

大阪北部地震から4年が経過し、補助件数や相談が減
少しており、一定の効果は得られたと考えている。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

276 500

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

大阪北部地震以降、平成30年度からの単年度事業であるが、令和4年度についても、撤去補助について市民から相談があるため、池田市は継続している。
大阪府の補助は、令和3年度をもって終了している。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

補助件数および相談件数は減少傾向にあるが、危険なブロック塀や補助制度に
ついて、引き続き市民から相談がある。

活動については、ホームページや広報誌、ブロック塀の
点検を促すチラシにより啓発を行っている。補助の相
談事案については、職員が個別に現場を訪問し、危険
なブロック塀かどうか確認している。50.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 25.1%

うち受益者負担 Ｂ

188

補助件数および相談件数は減少傾向にあるが、危険なブロック塀や補助制度に
ついて、引き続き市民から相談があるため、延長を検討する。

NO.257



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 258

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 既存民間建築物除却補助事業 財務会計上の事業名 既存民間建築物除却補助事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 1 5 6 担当部署名 都市政策課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第１節災害に強いまちづくり

項目

R4年度 R5年度

項目５都市構造の不燃化・耐震化

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

耐久性が不足している老朽住宅、不良住宅に該当する空き家

事業の手段・方法
（どのように）

除却工事費の補助金を交付

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 耐震性不足の空き家など老朽住宅の除却を促進するため、工事費の一部を補助する。

めざす姿（目標） 倒壊のおそれのある老朽住宅の増加を防止し、住環境の整備改善を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

50.0%

主
な
内
訳

補助金 1,200 1,200 2,000

事　業　費（千円）Ａ 1,200 1,200 2,000 特定空家等の割合 14%

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

池田市空家等対策計画

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）
実績

（R4年度）
目標値

（R４年度）

3% 10%

国・府支出金 600 600 1,000

A.有効的である（改善の余地がない）

補助金の執行により、放置された老朽住宅の除却が行
われた。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

600 1,000

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

平成30年住宅・土地統計調査（総務省）によると、池田市域における空き家の総数は、この１０年で「6,300戸⇒6,660戸」に増加している。そのため、本事業の
対象とする老朽木造住宅は今後も増加していくものと見込まれる。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

経済的負担を理由として、管理不全な空き家がそのまま放置される場合が増加
していることから、補助制度を活用した更なる所有者への啓発が必要である。

補助制度により特定空家の解消につながるケースもあ
る。

50.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 50.0%

うち受益者負担 Ｂ

600

現状の補助事業を継続する。

NO.258



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 259

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 空き家等老朽住宅防災対策事業 財務会計上の事業名 -

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 1 5 7 担当部署名 都市政策課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第１節災害に強いまちづくり

項目

R4年度 R5年度

項目５都市構造の不燃化・耐震化

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

空家等、特定空家等

事業の手段・方法
（どのように）

水道使用者情報をもとに空家等の所在地把握を行う。また、特定空家等については改善の指導・勧告・命令等を行い、改善が見られな
いものについては行政執行を行う。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容 倒壊のおそれのある老朽住宅に対して除却の指導・勧告・命令などを行い、改善が見られないものについては行政代執行を行う。

めざす姿（目標） 倒壊のおそれのある老朽住宅の増加を防止し、防災・減災対策を推進する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

主
な
内
訳

事　業　費（千円）Ａ ー ー ー 特定空家等の割合 14%

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

池田市空家等対策計画

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）
実績

（R4年度）
目標値

（R４年度）

3% 10%

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

把握する特定空家等及びそれに準ずる腐朽・破損のあ
る空家等について、市の指導による成果以外において
も、所有者による自発的な解体、土地利用転換が見受
けられる。地方債

上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

平成30年住宅・土地統計調査（総務省）によると、池田市域における空き家の総数は、この１０年間で「6､300戸⇒6,660戸」に増加している。今後も少子高齢化
による生産年齢人口の減少、総住宅数が総世帯数よりも多い状況が進行することによる更なる空き家の増加が懸念される。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

空き家対策については、民法をはじめ、建築基準法や区分所有法等の様々な知
識と経験が必要。
今後、少子高齢化に伴い、現地調査や所有者調査を含めた空き家調査の要望が
増加していくと考えられる。

必要に応じて行政代執行を行っていく姿勢を空家等の
所有者に対して見せることは、管理不全な空家当等の
対策として一定の効果があると考える。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

空き家に対する指導・支援を継続的に行っていくことで特定空家を未然に防止
していく。

NO.259



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

発生が予測される南海トラフ地震等の地震発生時における公共交通網である鉄道施設の緊急応急活動拠点としての機能確保が求められることから本事業を実
施してきたが、残りの耐震化が必要な橋脚についても、課題であった鉄道事業者とテナント間の協議が整い、そして、国の補助期間が令和4年までの延長が決定
されたことを受け、改めて事業を実施した。令和４年度で事業は終了。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

特になし。

目標の達成（令和４年度で事業終了）

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

令和４年度で事業完了のため。

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

125本/125本 125本/125本

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

目標の達成（令和４年度で事業終了）

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

24,611

成果の達成状況 A.順調に推移している

廃止

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

100.0%

主
な
内
訳

補助金 24,611

事　業　費（千円）Ａ ― 24,611 ―
補助本数（補助累計本数/補
助予定本数）

95本/125本

事業の手段・方法
（どのように）

阪急宝塚線の高架橋柱の耐震補強工事に対して、補助

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 阪急宝塚線の高架橋柱の耐震補強工事に対して、補助金を交付する。

めざす姿（目標） 列車の安全運行及び鉄道駅利用者の安全確保を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目５都市構造の不燃化・耐震化

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

鉄道事業者（阪急電鉄）

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 260

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 阪急池田駅耐震工事補助事業 財務会計上の事業名 阪急宝塚線耐震補強工事補助事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 1 5 8 担当部署名 交通道路課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第１節災害に強いまちづくり

項目

NO.260



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

平成３０年度の秦野小学校区での自主防災組織の結成を受けて、本市における未結成の小学校区がなくなった。各自主防災組織の訓練への補助に併せて、池田
市防災訓練での連携を図り共助の推進を目指しているところ。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

自主防災組織の結成に関し、地域差が生じている

防災訓練等の実施による共助の推進を図っているた
め

100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

22

引き続き地域の防災訓練等に参加した自主防災組織未加入の市民に対し、新規
結成の呼びかけを行うとともに、既存の自主防災組織に対しては、自主防災組
織連絡協議会開催時に避難行動要支援者施策への協力依頼を行っていく。

負担金 22

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

４４組織 46組織

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

現在、未結成校区がないため

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

24 657

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

池田市地域防災計画

令和

0 13

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

100.0%

主
な
内
訳

消耗品費 0 24 173

事　業　費（千円）Ａ 22 24 657 自主防災組織数 42組織

補助金 0 0 471

事業の手段・方法
（どのように）

訓練等を通じて自主防災組織の育成、出前自主防災組織説明会の開催

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 各自主防災組織における防災訓練を実施するなど自主防災組織の育成や活動を支援する。

めざす姿（目標）
自主防災組織を増やし、防災力を強化させ、災害時における被害の軽減を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目６自主防災組織などの育成と連携

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市民

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 261

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 自主防災組織育成事業 財務会計上の事業名 自主防災組織育成事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 1 6 1 担当部署名 危機管理課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第１節災害に強いまちづくり

項目

NO.261



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

２年連続新型コロナウイルス感染症対策に伴い、防災講座は未実施であったが、令和4年度は、3回防災講座を実施した。また、いけだウォンバット塾との共催によ
り本市職員の防災意識の啓発にも繫がっているものと思料。防災講座として、幅広い市民に対して親しみやすく、防災意識向上を図れる内容であるため、参加者
は増加傾向にある。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

自主防災組織関係者の参加が多く、ほかの一般市民の参加が少ない点

受講者のみならず、趣向を凝らした防災講座の実施を
検討していく必要があるため

100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

B.改善の余地がある

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

0

講座内容だけでなく、広報の方法も工夫し、自主防災組織関係者だけでなく幅
広い市民の参加意識向上に繫がる講座の実施を検討していく予定。

消耗品費 0

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

142人/年 400人/年

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

年3回防災講座を実施できたため（計142人参加）

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

150 191

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

池田市地域防災計画

令和

0 32

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

100.0%

主
な
内
訳

報償金 0 150 150

事　業　費（千円）Ａ 0 150 191 参加者数 300人/年

郵便料 0 0 9

事業の手段・方法
（どのように）

防災講座の実施

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 さまざまな工夫を凝らして防災講座を実施し、多くの人に対して啓発を行う。

めざす姿（目標） 講座を通じて地域防災力を向上させ、災害時における被害の軽減を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目６自主防災組織などの育成と連携

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市民

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 262

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 防災講座事業 財務会計上の事業名 防災講座事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 1 6 2 担当部署名 危機管理課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第１節災害に強いまちづくり

項目

NO.262



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

平成３０年度に池田市防災行政無線を市内各所に設置し、緊急時（気象情報、地震情報、国民保護情報、災害時の情報）及び平常時（定時放送、お知らせ、防災訓練
放送等）に放送しており、市民の生活に深く根差したものとなりつつある。また、移動系無線については、庁内、市施設及び各機関や各自主防災組織に携帯局を配
備しており、訓練等で使用し、災害時に適切に運用できるようにしている。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

池田市防災行政無線については、音声伝達範囲が狭く市民から放送内容が聞こ
えない等の声も上がっている。

移動系無線は大阪北部地震等の災害時にも実際に活
用され、一斉鳴動訓練は出水期前に避難情報を伝達す
るのに必要であるため

66.8%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

8,075

最優先に自動応答電話の周知を徹底、また拡声子局の増設等の検討も含めた
運用を進めるとともに、情報伝達手段の多様化を図る。

電信料 5,847

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

１回 １回

2 2 3,519

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

毎年実施することにより災害時の活用に繫がる

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

9,883 7,077

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

池田市地域防災計画

令和

5,799 5,848

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

100.0%

主
な
内
訳

需用費 140 1,464 194 一斉鳴動訓練 未実施

事　業　費（千円）Ａ 8,077 9,885 10,596 通信訓練（MCA無線） １回

１回 １回

委託料 2,090 2,622 3,413

事業の手段・方法
（どのように）

池田市防災行政無線、地域防災無線の適切な運用を図る

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 災害などの情報を迅速に広く伝達できるように、地域防災無線の運用を行うとともに、新たに同報系無線の運用を開始する。

めざす姿（目標） 訓練も含めて定期的な放送を行い、災害などの情報を迅速に広く伝達し、災害時における被害の軽減を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目７情報収集・伝達体制の充実

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市、市民

その他
(竹安災害対策基金繰
入金及び無線電波利用

料負担金)

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 263

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 地域防災無線事業 財務会計上の事業名 地域防災無線事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 1 7 1 担当部署名 危機管理課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第１節災害に強いまちづくり

項目

NO.263



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

大阪府防災情報システムは大阪府防災情報充実強化事業内で共同運用しているため、大阪府と本市との情報伝達のみならず、災害時における近隣市町村の状況
も即座に把握することができる。また、市単独で実施するよりコスト削減を図ることができる。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

特になし

防災メールの登録者に併せて防災ポータルサイトの
ホームページ閲覧者も増加しているため

100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

778

新システムへ更新され、適切な情報の把握及び配信を行い、減災へと繋げてい
く。

電信料 176

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

146,533人 145,000人

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

防災メールの登録者数は順調に推移しているため

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

718 625

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

池田市地域防災計画

令和

176 185

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

100.0%

主
な
内
訳

消耗品費 32 75 76

事　業　費（千円）Ａ 778 718 625 防災メール登録者数 137,703人

負担金 570 467 334

事業の手段・方法
（どのように）

大阪府防災情報システムの運用やおおさか防災ネットによる防災情報の発信

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 大阪府などの関係機関の災害情報の収集及び市民への的確かつ迅速な情報の伝達を行う。

めざす姿（目標） 防災情報の伝達により、災害時における被害の軽減を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目７情報収集・伝達体制の充実

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市民、職員

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 264

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 防災等情報関係事業 財務会計上の事業名 防災等情報関係事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 1 7 2 担当部署名 危機管理課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第１節災害に強いまちづくり

項目

NO.264



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

　車両は計画策定時より増加しており、経過年数や出場件数に応じて維持管理費用の増加は必至であり、これを実施することにより故障や事故の未然防止につな
がる。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

　消防車両及び機械器具を最良の状態に保つために、点検整備だけでなく故障
発生に至るまでに、予兆を察知できるよう職員の知識及び技術の向上に努めな
ければならない。

　指標のとおり定められた法定点検が実施できてお
り、各車両の維持管理ができている。また、毎日の運行
前点検や周期特別点検等の実施により、車両及び機械
器具の維持管理を効率的に実施できている。100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

14,735

　車両更新時期を向かえることにより、新規消防車両の導入が予定されている
が、引き続き維持管理を行い事故防止に努めるとともに、職員への教養を継続
的に実施し、災害即応体制を整える。

修繕費 7,698

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

100% 100%

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

　各車両の点検管理や不具合についても即時に対応出
来ているため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

61,280 14,022

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

53,135 5,400

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

100.0%

主
な
内
訳

燃料費 5,570 7,022 7,615 消防車両の維持管理 27台

事　業　費（千円）Ａ 14,735 61,280 14,022 法定点検実施率 100%

29台 28台

自動車重量税 702 790 790

事業の手段・方法
（どのように）

消防自動車、高規格救急車等の維持管理

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 消火及び救急救助活動を迅速かつ安全に実施するため、消防車両などの適切な整備保守、維持管理を行う。

めざす姿（目標） 火災・救急・救助などの発生に備え、消防車両及び機械器具を最良の状態に保ち、安全・安心な救急業務の遂行と消防力の向上を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目１消防体制の充実・強化・広域化

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

消防自動車、高規格救急車等

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 265

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 消防車両管理事業 財務会計上の事業名 消防車両管理事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 2 1 1 担当部署名 第1警備課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第２節消防・救急救助体制の強化

項目

NO.265



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

　災害や事故の多様化及び大規模化が進み、地震や台風などの自然災害も頻発するなか、住民の生命、身体及び財産を守るため、迅速、的確な通信指令業務を行
うべく、指令センターとして高度な機能を維持する必要がある。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

　高齢化が進むことによる救急需要の更なる増加や大規模災害発生時の相互応
援体制の強化が課題である。

　消防指令センターの維持管理及び豊中市との共同消
防指令センターの整備を計画通りに実施、効率性につ
いては消防指令センターを2市共同で整備したことに
より整備費用の削減が図れた。100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

58,573

　令和６年度から豊中市、吹田市、池田市、箕面市、摂津市の５市による共同運
用を開始し、相互応援体制の強化及び消防指令センター機能、運用の高度化を
図っていく。
　また、令和４年4月１日に導入した、１１９番通報者がスマートフォンで撮影した
映像を消防指令センターで確認できるシステム「Live１１９」を使用し、口頭指導
の更なる充実及び災害現場における初期活動の迅速化を目指す。

通信運搬費 656

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

１件 １件

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

　共同消防指令センターは構築メーカーの保守体制に
より順調に維持管理されている。また、口頭指導件数
は増加しており、救急事案における患者の救命率向上
及び症状軽快に繋がっている。地方債

上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

43,270 58,573

成果の達成状況 A.順調に推移している

拡充

令和

663 676
１１９番受信時の口頭指導件
数

3,994件 5,872件 6,400件

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

100.0%

主
な
内
訳

消耗品費 53 54 59 １１９番受信件数 7,655件

事　業　費（千円）Ａ 58,573 43,270 58,573 消防指令センターの維持管理 １件

9,099件 10,000件

負担金 57,794 41,918 56,031

事業の手段・方法
（どのように）

通信機器の維持管理

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 豊中市と指令業務の共同運用を行うとともに、広域共同運用の検討を行う。

めざす姿（目標） 指令業務の共同運用を継続して行い、迅速、的確かつ効果的な情報収集体制を整える。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目１消防体制の充実・強化・広域化

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

消防指令センター運用（車載無線含む）

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 266

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 通信機器管理事業 財務会計上の事業名 通信機器管理事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 2 1 2 担当部署名 警防救急課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第２節消防・救急救助体制の強化

項目

NO.266



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 267

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 消防水利管理事業 財務会計上の事業名 消防水利管理事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 2 1 3 担当部署名 第1警備課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第２節消防・救急救助体制の強化

項目

R4年度 R5年度

項目１消防体制の充実・強化・広域化

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

消火栓

事業の手段・方法
（どのように）

消火栓の点検、維持管理を行う。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 消火栓の適切な維持管理を行う。

めざす姿（目標） 火災・大規模地震などに迅速に対応できるよう、すべての消火栓を常に使用可能な状態に保つ。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

100.0%

主
な
内
訳

調査委託料 6,700 消火栓維持管理 1,455基

事　業　費（千円）Ａ 2,904 2,904 9,600 使用可能率 100%

1,452基 1,456基

成果の達成状況 A.順調に推移している

拡充

令和

2,904 2,900

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

水道企業会計操出金 2,904

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

100% 100%

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

　消火栓は良好な状態で維持管理出来ているため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

2,904 9,600

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

　今後も消火活動を迅速に行うため、継続的に消火栓を使用可能な状態に維持管理する必要がある。また、公設の防火水槽等については、地震などにより水道管
からの水の供給が困難になった際の消防水利として利用するため重要な施設となっている。この公設の防火水槽については、整備後５０年以上経過する耐震性を
有しない防火水槽が、時間経過とともに増加しているところであり、老朽化が進む防火水槽の耐震化や防水工事といった改修、さらには撤去や埋め戻しも含めた
対応について検討する必要がある。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

消火栓については現状を維持する。防火水槽については、老朽化する防火水槽
を耐震性貯水槽の整備で補うには多くの費用負担がのしかかる。また、耐震性能
を有しない防火水槽は市内に約30基整備されており、そのほとんどが整備後
30年以上経過している。さらに、そのうちの13基については、整備後50年以上
経過しているのが現状である。

　指標のとおり、消火栓の使用可能率は１００％であ
る。また、職員により消火栓点検を年１回実施し、不具
合があった場合は上下水道部に修復依頼を行ってお
り、効率的に管理できているもの。100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

2,904

消火活動の根幹となる消火栓の維持管理を行い、消防力を維持し市民の安全安
心に資する。防火水槽の維持管理については、令和５年度に老朽化の調査を実
施し、令和６年度以降は、財政状況を勘案しながら改修等を順次推進していくこ
とが必要である。

NO.267



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

　ホースの耐用年数を概ね１０～１５年として更新計画をたてている。購入数は年によりばらつきがあり大量廃棄につながる年度もあるため、ホースの外観や損傷
具合を見ながら使用年数を延長しているが、災害現場での安全管理を考慮し概ね１０年での更新が望ましいと考える。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

　一定年数で廃棄せざるを得ないホースを必要数常時保有するには、毎年度一
定数の購入を継続するべきである。

　消防隊員の安全管理、公務災害防止の徹底、及び活動障害
の未然防止を図るうえで資器材の購入は必要不可欠である。
また災害現場で重大な公務災害や活動障害は起きていない
が、ホースについては、廃棄予定を延伸して使用している状
況でもあるため、毎年度一定数を購入し続ける事が安全管理
上必要不可欠と思料。

65.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

B.改善の余地がある

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 54.4%

うち受益者負担 Ｂ

3,200

今後も消防体制の充実強化や消防活動上の安全管理の徹底を期するために
は、計画的に資器材及び個人装備品の更新・拡充は必要であり、ひいては市民
サービスの向上に寄与できるものと思料。

機械器具費 541

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

１６本
（計１６４本）

208本

987 2,500 2,500

国・府支出金 1,695 1,621 1,975

A.有効的である（改善の余地がない）

　６５ｍｍホースの保有数については、ホースの廃棄時
期を延伸することで確保している状況であり、目標達
成には至らなかった。空気呼吸器個人面体について
は、令和2年度に目標値を達成した。地方債

上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

6,372 8,317

成果の達成状況 B.順調に推移していない

拡充

令和

1,245 1,977

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

60.7%

主
な
内
訳

消耗品費 1,429 5,420 6,205 空気呼吸器個人面体数 33個

事　業　費（千円）Ａ 5,882 10,493 12,792 65ｍｍホースの保有数 180本

０個
（１０１個）

94個

負担金 3,827 3,689 4,411

事業の手段・方法
（どのように）

消防活動能力の基本となる消防資器材及び個人装備の充実

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 消防隊員の個人装備を更新するとともに、経年劣化したホースの更新や現場外套を計画的に更新する。

めざす姿（目標） 消火活動時などにおける消防隊員の安全性を向上させ、消防体制を充実・強化させる。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目１消防体制の充実・強化・広域化

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

消防隊員

その他 (大阪空港助成)

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 268

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 消防活動事業 財務会計上の事業名 消防活動事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 2 1 4 担当部署名 第3警備課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第２節消防・救急救助体制の強化

項目

NO.268



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

コロナ禍での事業ではあったが、研修会や講習会に参加することができ、救助隊員個人としてのスキルアップが図られ、組織としての充実強化に繋がった。救助件
数としては年々増加傾向にあるものの、計画的に救助資器材の更新や隊員保護を重点に置いた個人装備の充実を図り、しっかりとした安全管理のもと対応する
ことができている。今後起こりえる自然災害や南海トラフ地震に対応できるよう、救助隊員の資質の向上や救助資器材及び個人装備の維持管理を行っていく必
要がある。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

救助資器材の更新や維持管理を行い、安全管理を念頭に置いた個人装備の充実
を図り、各種研修会や講習会に積極的に参加し、救助体制の充実強化に努めなけ
らばならない。

指標である救助出場に対応ができている。現場での安
全管理の徹底を図り、個人装備や救助資器材の更新を
行っている。救助隊員は、各種講習会や研修会に参加
し、個々の知識・技術の向上が図られ救助体制の充実
強化に繋がっている。

28.2%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 77.8%

うち受益者負担 Ｂ

2,709

救助工作車は、新規車両更新後１０年以上が経過し、救助資器材には経年劣化
を含む理由から、更新して行くべき資器材も散見される。近年、複雑多様化する
災害現場において、現救助体制で対応すべく、必要に応じて救助資器材の更新
を行い、救助技術の向上を図っている。今後も、車両更新を見据えながら、必要
に応じて救助資器材の更新を図り、安全管理を重視した救助体制の充実に努め
る。

手数料 492

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

１２９件 ９８件

772 1,336 2,143

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

救助件数は増加しているが、安全管理の徹底を図り、
計画的に個人装備や救助資器材の更新を行い、しっか
りとした現場対応ができている。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

3,315 841

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

762 644

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

71.3%

主
な
内
訳

消耗品費 388 644 465

事　業　費（千円）Ａ 3,481 4,651 2,984 救助出場 １１４件

機械器具費 2,230 3,078 1,638

事業の手段・方法
（どのように）

救助活動に必要な資器材の整備や更新を行うとともに、救助隊員の個人装備を充実させる。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 資機材・隊員保護用装備などの更新を行うとともに、救助技術を習得するため、研修などへの参加や救助訓練を行う。

めざす姿（目標）
救助業務の多様化や社会情勢の変化に対応し、救助体制を充実・強化させる。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目１消防体制の充実・強化・広域化

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

救助隊員

その他
（みんなでつくるまち
推進基金繰入金等)

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 269

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 救助活動事業 財務会計上の事業名 救助活動事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 2 1 5 担当部署名 第1警備課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第２節消防・救急救助体制の強化

項目

NO.269



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

　南海トラフ地震や気候変動等による各種災害が懸念されるなか、地域防災の中核となる消防団において災害対応力の強化が求められる。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

　救助資機材の更新を図り、各分団への配置を行う。

　災害に対し迅速に対応するため、指標のとおり車両
の法定点検及び維持管理は有効にできているが、救助
資機材の配置率が向上していないため改善の余地が
ある。100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

B.改善の余地がある

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

2,367

　消防団が地域防災力の中核として災害時に即時対応するためには、引き続き
車両の法定点検及の維持管理を継続するとともに、災害対応力の強化のために
救助資機材の充実を図って行くもの。

修繕料 747

実績
（R４年度）

目標値
（R５年度）

100% 100%

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

　救助資機材の導入が車両更新時であり、配置率が計
画策定時より向上していないため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

2,183 2,050

成果の達成状況 B.順調に推移していない

拡充

令和

1,101 1,000 消防団車両の維持管理 8台 8台 8台

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

100.0%

主
な
内
訳

燃料費 122 163 190 救助資機材配置率 14%

事　業　費（千円）Ａ 2,367 2,183 2,050 法定点検実施率 100%

14% 65%

自動車借上料 308 462 462

事業の手段・方法
（どのように）

消防団消防自動車の維持管理

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 消防団車両などの適切な整備保守、維持管理を行うとともに、資機材配置を拡充する。

めざす姿（目標） 災害に備え、消防団車両及び機械器具を最良の状態に保ちつつ、救助資機材を全分団に配置し、更なる地域防災力の向上を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ３年度 R４年度 R５年度

項目１消防体制の充実・強化・広域化

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

消防団消防自動車

その他 (　　　　　　)

行政評価シート(令和４年度実施事業) NO. 270

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 消防団車両管理事業 財務会計上の事業名 消防団車両管理事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 2 1 6 担当部署名 第1警備課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第２節消防・救急救助体制の強化

項目

NO.270



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 271

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 消防車両等整備事業 財務会計上の事業名 消防車両等整備事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 2 1 8 担当部署名 警防救急課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第２節消防・救急救助体制の強化

項目

R4年度 R5年度

項目１消防体制の充実・強化・広域化

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

消防車両及び機械器具

事業の手段・方法
（どのように）

更新

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 消火及び救急救助活動を迅速かつ安全に実施するため、消防車両などを更新・整備する。

めざす姿（目標） 火災・救急・救助などの発生に備え、消防車両及び機械器具を更新・整備し、安全・安心な救急業務の遂行と消防力の向上を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

72.9%

主
な
内
訳

自動車購入費 16,830 50,369 170,000

事　業　費（千円）Ａ 16,830 50,369 170,000 更新・整備台数 0台

成果の達成状況 B.順調に推移していない

119,500

現状維持

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）
実績

（R4年度）
目標値

（R４年度）

１台 ５台

国・府支出金 13,649 13,649

A.有効的である（改善の余地がない）

運用年数、走行距離等を考慮し、更新計画を作成して
いるが、財政状況により計画が先送りとなっている。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

36,720 36,851

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

　効果的な消防活動を行うためには、消防職員、車両、資器材を充実させる必要がある。また、全国的に人口減少や少子高齢化などが進む中で、本市においても高
齢化に伴い救急件数が増加するなど、人口動態も考慮した事業の推進が求められるところ。
　市民の安全・安心を守る消防力を維持するためにも、車両や資器材の更新は先送りできないと考えられる。また、最新技術を導入した車両や資器材を整備する
事で、迅速で効果的な現場活動を支え、さらに危険を伴う現場活動時の安全管理面をより一層向上させることは、業務推進上譲れないことと考える。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

　本事業においては、緊急消防援助隊設備整備費補助金を財源の一部に充てる
ことで車両更新に取り組んでいるところ。その反面、緊急消防援助隊の登録隊数
は５隊となり、近年多発する風水害、地震等における派遣時には、本市消防力の
維持に苦慮するところである。
　また、更新が先送りされている車両については、財政状況を見据えながら事業
を確実に推進していくとともに、整備計画における更新時期について、見直しも
含めた検討が必要である。さらに、限られた予算の中で本事業を推進するために
は、特殊車両の共同運用や、減車の検討も含めた事業の推進が必要になると考
えられる。

　車両の整備計画において、単年度内に複数台の更新
が重なることから、財政状況も勘案しながら、優先順位
を明確にし、効率的な業務推進が必要である。

21.7%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

B.改善の余地がある

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

16,830

　緊急消防援助隊の登録隊数は、本市において上限に達しているため、現有す
る緊急消防援助隊登録車両を、整備計画に基づき更新する。また、それ以外の
車両については、共同運用や減車も見据えたなかで、市民の安全・安心を守る
消防力を維持するため、必要な車両の更新を行っていく。

NO.271



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 272

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 消防庁舎管理運営事業 財務会計上の事業名
消防庁舎管理・運営事業／細河分署管理・
運営事業／消防庁舎管理工事

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 2 1 9 担当部署名 消防本部総務課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第２節消防・救急救助体制の強化

項目

R4年度 R5年度

項目１消防体制の充実・強化・広域化

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

消防本部（署）及び細河分署

事業の手段・方法
（どのように）

消防本部（署）及び細河分署庁舎の維持管理

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容
消防庁舎の適切な管理運営を行うとともに、公共施設の長寿命化を見据えた消防庁舎の老朽化対策及び防災拠点としての消防庁舎の
あり方を検討する。

めざす姿（目標）
防災拠点である消防本部（署）及び細河分署について、長寿命化を見据えた適切な維持管理を行い、安全・安心な救急業務の遂行と消
防力の向上を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

91.2%

主
な
内
訳

光熱水費 5,750 6,435 5,918

事　業　費（千円）Ａ 43,788 21,525 55,753
消防本部（署）及び細河分署
庁舎の大規模修繕工事

１箇所

工事請負費 31,240 8,718 43,000

成果の達成状況 C.判断できない

43,000

現状維持

令和

1,644 1,290

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

修繕料 380

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

１箇所 １箇所

国・府支出金

B.改善の余地がある

令和元年度及び令和３年度に消防本部（署）庁舎は大規模な改修工
事を行ったが、今後も老朽化に伴う修繕箇所は優先順位をつけて
行う必要がある。また、同様に細河分署庁舎に関しても、老朽化に
伴い、令和４年度に空調機器並びに電気設備工事を実施したが今後
も優先順位をつけて修繕を行っていく必要がある。

地方債 1,900
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

19,625 12,753

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

　消防本部（署）並びに細河分署庁舎に関しては、経年による老朽化により修繕が必要な箇所（建物・設備等）が発生している。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

　消防本部（署）並びに細河分署庁舎にあっては、施設の長寿命化を図っていく観
点からも修繕に対する経費が今後も必要である。消防本部（署）庁舎に関しては、
令和元年度及び令和３年度に大規模な修繕を行ったところではあるが、未だ修
繕が必要な箇所があるのが現状であり、計画的な修繕が必要である。また、細河
分署庁舎に関して、令和４年度に空調機器並びに電気設備改修工事を実施した
が修繕が必要な箇所が未だ多くあり、今後も計画的な修繕が必要である。

　消防本部（署）及び細河分署庁舎の老朽箇所に対し
て、優先順位をつけて修繕を実施しており、今後も計
画的に修繕を行っていく必要があり、さらには、消防本
部（署）及び細河分署庁舎の建て替えや移転を含め検
討していく必要がある。

22.9%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

B.改善の余地がある

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

43,788

消防本部（署）及び細河分署庁舎に関しては、令和3年3月に策定された「池田
市開始時個別施設計画」を基に、計画的に修繕を行い、施設の長寿命化を図っ
ていく。さらには、消防本部（署）及び細河分署庁舎の建て替えや移転を含め、早
期に検討していく必要がある。

NO.272



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

消防指令センターについては、現在、豊中市と共同運用を実施することで、平時における火災、救急出場はもとより、大規模地震や広域な風水害などの大規模災
害における迅速な相互応援体制を強化しているが、国の「消防の連携・協力に関する基本指針」で消防指令業務の共同運用は大規模になるほどその効果が高いと
示されたことから、新たに３市（吹田市・箕面市・摂津市）を加えた５市でシステムを整備し、共同運用を行うことで、更なる消防力の強化・拡充を推進して行く。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

最新のICT技術を導入し、より高度で効果的な指令システムの整備を行う必要が
ある。また、運用に関しても統一した規定により、より効率的な運用が行えるよう
に調整等が必要である。

令和６年４月運用開始に向け、問題なく進んでいる。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

《上記方向性の理由・今後のスケジュール等》
令和５年度で整備が完了し、令和６年４月より運用開始するため。

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

10回 10回

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

令和６年４月運用開始に向け、問題なく進んでいる。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

2,754

成果の達成状況 A.順調に推移している

廃止

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

100.0%

主
な
内
訳

負担金 2,754

事　業　費（千円）Ａ ー 2,754 ー 事務協議会 ー

事業の手段・方法
（どのように）

豊中市・吹田市・池田市・箕面市・摂津市消防通信指令事務協議会を設置し整備を図る。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 豊中市・吹田市・池田市・箕面市・摂津市の５市で消防指令センターを共同運用することで消防本部間の連携強化を目指す。

めざす姿（目標） 近隣市とのさらなる水平連携の強化により、消防力の充実を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目１消防体制の充実・強化・広域化

　

4 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

消防指令センター

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 441

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 消防通信指令システム整備事業 財務会計上の事業名 消防通信指令システム整備事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 2 1 10 担当部署名 警防救急課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第２節消防・救急救助体制の強化

項目

NO.273



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

　市民の安全安心を守るため、火災予防の充実強化は不可欠である。特に住宅用火災警報器については、各種イベント及びSNS等の広報媒体を活用して設置・維
持管理を継続的に啓発していく必要がある。全国的に多種多様な火災が発生しており、類似火災を予防するため、積極的な査察を実施するとともに、重大消防法
違反の早期是正を図る。市内全防火対象物の定期的な査察を行える体制づくり、人員確保が必要であると思慮。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

　火災予防に重要な役割を果たしている住宅用火災警報器の設置率向上及び既
設の機器取替や維持管理に関する広報及び消防法違反対象物の違反是正に繋
がる定期的な査察を行える体制を構築するための人員確保が今後の課題であ
る。

住宅用火災警報器設置の啓発方法について、新たな方
法や広報について検討する必要があるため。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

B.改善の余地がある

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

0

　本事業により火災件数は横ばいであるが、火災による死者は令和3年度及び
令和4年度ともに発生しておらず、負傷者も減少しており、一定の成果を得られ
ており、今後も継続して本事業を実施する。

手数料 29

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

85% 90%

国・府支出金 297 246 435

B.改善の余地がある

令和４年度は前年度と比較し、設置率が向上したため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

1 0

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

29 40

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

0.4%

主
な
内
訳

消耗品 248 193 340

事　業　費（千円）Ａ 297 247 435 住宅用火災警報器の設置率 81%

負担金 21 25 55

事業の手段・方法
（どのように）

防火対象物、危険物施設及び保安3法施設の立入検査、高齢者宅等の住宅防火診断及び住宅用火災警報器の設置促進を実施する。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容
防火対象物、危険物施設並びに保安3法施設における違反是正を徹底するとともに、高齢者世帯を中心とした住宅防火対策を推進す
る。

めざす姿（目標） 査察業務の充実及び効率化を図りつつ、住宅火災による死者をなくす。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目２高齢者世帯を中心とした住宅防火対策

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市民

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 273

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 予防活動事業 財務会計上の事業名 予防活動事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 2 2 1 担当部署名 予防課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第２節消防・救急救助体制の強化

項目

NO.274



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

　近年、救急出場件数は増加の一途を辿っていたが、新型コロナウイルス感染症の影響で、一時的に減少傾向となった。今後、救急件数は、高齢化の進展に伴い再
び増加傾向が続くと考えられるため、救急出場体制の更なる充実強化を図り、増大する救急需要に対応しなければならない。また、予防救急の普及・啓発につい
て、救急相談ダイヤル（救急安心センターおおさか#７１１９、小児救急電話相談#８０００、全国版救急受診アプリQ助、小児救急支援アプリ）を継続的に広報するこ
とで促進し、さらには救急車の適切な利用を促すことを目指す。
　救命講習や救命入門コースについては、SNSなどを利用した広報を継続すると共に、関係機関と連携を強化し、更なる拡充を目指す。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

　救急出場件数の増加に伴い、救急隊を4隊運用する中、必要となる研修や実習
への派遣や、育児休業制度の導入により、出場体制を維持するために生じる救急
資格保持者の負担が増加している。また、コロナ禍の影響を受け、傷病者の受入
れがスムーズに決まらず、活動時間が延長傾向にあり、救急サービスの質の低下
が懸念されるため、関係機関との連携強化が必要である。

　救命講習や救命入門コースは、定期開催を再開した
ことにより順調に推移している。救急件数については、
予想を上回る増加であった。今後も、高齢化の進展に
伴い、救急件数の増加傾向が続くと考えられる。95.8%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 92.8%

うち受益者負担 Ｂ

14,008

　今後も、救急件数の増加が予想されるなか、救急車の適正利用、予防救急の広
報と救命講習や救命入門コースの更なる普及を拡充することにより、応急手当
の裾野を広げ、救命率の向上を目指す。

医薬材料費 1,463

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

９１２人/年 1,100人/年

1,081 722 722

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

　令和4年度は、新型コロナウイルス感染症の影響で中
止していた行事を段階的に再開し、概ね目標どおりの
実績となった。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

17,430 16,349

成果の達成状況 A.順調に推移している

拡充

令和

2,245 2,083 救命講習 ８５回/年 ９６回/年 １００回/年

救命入門コース １,４００人/年 1,304人/年 １,１００人/年

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

96.0%

主
な
内
訳

消耗品費 2,718 4,051 4,700 救急出場回数 ５,８００件/年

事　業　費（千円）Ａ 15,089 18,152 17,071 救命講習受講者数 900人/年

6,849件/年 ６,１００件/年

負担金 6,688 4,935 5,810

事業の手段・方法
（どのように）

広報や救命講習などの機会を利用し、適正利用や予防救急の普及啓発に努める。救急救命士の養成と救急隊員も含めて技能維持及び
向上の研修に参加し、メディカルコントロール体制の整備を元に救急活動を実施する。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 救急車の適正利用と予防救急の普及啓発を図るとともに、救急隊員の知識・技術の向上のため、研修に参加する。

めざす姿（目標） 救急現場で迅速な救命処置と救急搬送を行える体制を確立するとともに、救命講習受講者を増やし、救命力の向上を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目３救急体制の充実と救急需要への対応

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市民

その他
(高速道路救急業
務運営経費支弁

金）

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 274

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 救急活動事業 財務会計上の事業名 救急活動事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 2 3 1 担当部署名 第2警備課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第２節消防・救急救助体制の強化

項目

NO.275



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

　少子高齢化、地域とのつながりが希薄化してきている昨今、新入団員の確保が難しくなってきている。団員の平均年齢も上がってきており、体力低下に伴う負傷
等の危険を危惧している。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

　新入団員の確保及び令和４年４月より募集を開始した女性団員を確保し、個人
装備の充実を図る。町内会、自治会等を通じ、また公募も含めて新入団員の募集
を募る。

　地域防災力の中核となる消防団を運営していくこと
は必要不可欠である。高水準で団員加入率を維持しつ
つ、目標以上の訓練を重ね、公務災害の発生も無いこ
とから、効率的に実施できていると考える。57.8%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 64.9%

うち受益者負担 Ｂ

6,787

地域防災力の中核となるため、消防団へは、より一層、質の高い教育訓練に取り
組んでいただきたいもの。また消防団の充実強化では、市予算状況を考慮しな
がら、個人装備に重点を絞り、団員の安全管理に努め、公務災害ゼロを目指すも
の。

消耗品費 1,055

実績
（R４年度）

目標値
（R５年度）

１８２人 200人

3,673 1,907 6,096

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

令和４年度の消防団員数については、目標とする２００名には
届かなかったものの、充足率は全国平均の８９．８％を上回
る、9１％である。また、教育訓練も定期的に継続し、公務災
害の発生も無いことから、概ね良好である。地方債

上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

8,657 8,334

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

2,334 1,978 教育訓練 315回 ３４７回 300回

団員加入率（定員１８０名） 98% 91% 100%

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

81.9%

主
な
内
訳

報償費 3,673 1,907 6,096 公務災害発生件数 0件/年

事　業　費（千円）Ａ 10,460 10,564 14,430 団員数 176人

0件/年 0件/年

負担金 5,700 5,700 6,184

事業の手段・方法
（どのように）

消防団員の教育訓練の実施、及び地域と連携した消防団員（実員）の確保を行う。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 消防団に関する公務災害補償、退職報償金の支給及び被服貸与などを行う。

めざす姿（目標） 個人安全装備を充実させるとともに、団員の士気向上につなげ、地域防災力を充実・強化させる。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
R３年度 R４年度 R５年度

項目４地域防災力の向上

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

消防団員

その他
(退職報償金

等）

行政評価シート(令和４年度実施事業) NO. 275

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 消防団運営事業 財務会計上の事業名 消防団運営事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 2 4 1 担当部署名 消防本部総務課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第２節消防・救急救助体制の強化

項目

NO.276



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和４年度実施事業) NO. 276

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 消防団施設管理事業 財務会計上の事業名 消防団施設管理事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 2 4 2 担当部署名 消防本部総務課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第２節消防・救急救助体制の強化

項目

R４年度 R５年度

項目４地域防災力の向上

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

消防団施設（７分団）

事業の手段・方法
（どのように）

消防団施設の維持管理

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容
消防団施設（7分団）の適切な維持管理を行うとともに、令和2年4月の使用開始をめざして、北豊島分団詰所移転に伴う建設工事を実
施する。

めざす姿（目標） 北豊島分団詰所の機能を強化及び拡充するなど、地域防災力の向上を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ３年度

100.0%

主
な
内
訳

光熱水費 465 519 550 消防団施設の維持管理 ７箇所

事　業　費（千円）Ａ 838 993 1,222 北豊島分団詰所工事 －

７箇所 ７箇所

請負費 ー — —  

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

— —  

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

監理委託料 ー

実績
（R４年度）

目標値
（R５年度）

完了 完了

国・府支出金

B.改善の余地がある

災害拠点としての維持管理ができているもの。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

993 1,222

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

　北豊島分団は令和２年３月に完成し、４月より運用を開始している。他６分団施設についても維持管理はできているが、建物の老朽化により不具合が生じてきて
いる。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和5年度以降）の事業の方向性

　地域防災の拠点としての機能を維持するために、継続的に修繕していく必要が
ある。

　災害拠点である消防団施設の維持管理については、
建物が年々老朽化することにより、維持管理コストの
上昇が考えられることから、施設の建て替え等も考慮
する必要がある。100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

B.改善の余地がある

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

838

　今後も、施設修繕が発生する見込みであり、災害拠点となる消防団施設を継
続的に修繕する必要がある。また、個別施設計画により、建て替え等についても
視野に入れ、計画的に修繕し機能を維持していく。

NO.277



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

　令和４年度に関しては、新型コロナウィルス感染症拡大の観点から、規模を縮小し、関係者のみで開催した。今後は、新型コロナウィルス感染症の２類感染症から
５類感染症への以降も踏まえ、式典の通常開催を念頭に事業を進めていく。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

　消防出初式の開催にあたり、今後、人件費の上昇により会場設営委託料等の委
託に関する費用面の上昇が予想される。

　地域防災力（消防職員、消防団員及び自衛消防隊の
士気）向上の契機となる消防出初式は、式典の開催に
ついても消防職員・消防団員が中心となり、効率的に
準備等を進め実施できている。また、費用面に関して
も、必要最低限の範囲内で開催できている。

100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

112

　消防出初式の開催は、地域防災力（消防職員、消防団員及び自衛消防隊の士
気）を高めることに繋がり、更には市民も防火防災意識の向上にも繋がることか
らも、今後も事業を継続していく。

会場設営委託料 109

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

１回 1回

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

地域防災力（消防職員、消防団員及び自衛消防隊の士
気）が向上している。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

254 297

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

132 165 消防団員の士気高揚 176人 182人 200人

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

100.0%

主
な
内
訳

シルバーセンター活
用事業委託料

0 119 119 消防職員の士気高揚 104人

事　業　費（千円）Ａ 112 254 297 消防出初式の開催 1回

109人 109人

消耗品費 2 3 3

事業の手段・方法
（どのように）

消防出初式の開催を通じて、連携を深めるとともに地域防災力を向上させる。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容 消防本部（署）、細河分署及び消防団が連携して出初式を開催し、地域防災力をアピールする。

めざす姿（目標） 消防出初式の開催を通じて、連携を深めるとともに地域防災力を向上させる。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目４地域防災力の向上

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

消防職員、消防団員、及び自衛消防隊

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 277

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 出初式開催事業 財務会計上の事業名 出初式開催事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 2 4 3 担当部署名 消防本部総務課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第２節消防・救急救助体制の強化

項目

NO.278



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 278

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 地域公共交通改善事業 財務会計上の事業名 地域公共交通改善事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 3 1 1 担当部署名 交通道路課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第３節安心して快適に移動できるまちづくり

項目

R4年度 R5年度

項目１交通体系の整備

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

既存公共交通や新たな先進技術の活用

事業の手段・方法
（どのように）

池田市地域公共交通会議に諮り実施

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容 市内の公共交通の現状を踏まえ、公共交通の課題を整理し、維持、改善に向けた計画の策定を検討する。

めざす姿（目標） 市内の公共交通の課題を整理し、維持、改善を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

100.0%

主
な
内
訳

計画策定委託料 0 0 地域公共交通計画 －

事　業　費（千円）Ａ 4,994 3,630 ー 地域公共交通会議 4回/年

策定済 完了

負担金 4,994 0

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

池田市地域公共交通計画

令和

3,630

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

調査委託料 0

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

1回/年 2回/年

国・府支出金 1,699 0

A.有効的である（改善の余地がない）

市南部地域の交通体系について調査・研究を行った。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

3,630

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

人口減少の本格化、運転者不足の深刻化等に伴って、公共交通サービスの維持がますます困難な状況となっている中、地域の生活や産業を支える移動手段を確
保することが重要と認識している。
そこで、地方公共団体と交通事業者並びに住民が連携し、既存の公共交通サービスの改善や充実を進めていくことで、持続可能な地域公共交通を実現していくも
の。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

従来の公共交通サービスの維持・改善や地域にとって真に必要なニーズに対応
できる制度設計。

池田市地域公共交通計画に基づいた、各地域の特性に
応じた移動手段の調査・研究を段階的に実施。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 66.0%

うち受益者負担 Ｂ

3,295

令和3年度に策定した池田市地域公共交通計画を基に、各地域の特性に応じた
移動手段を検討する。

NO.279



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

オリパラ東京大会を契機とした共生社会実現に向けた機運醸成等の社会情勢の変化とともに、建物を含めたバリアフリー化の推進や、中長期的にバリアフリー化
を図るべき区域の再検討、身体障がい者だけでなく精神障がい者や妊産婦、外国人等の対象者の多様化などが求められるようになり、「障害を理由とする差別の
解消の推進に関する法律」の公布・施行など、近年で障がい者を取り巻く環境は大きく変化している。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

対象者の多様化により市域全体のバリアフリーに関する方針の明確化や、これま
での対象や取り組みを広げる必要がある。
調査からわかった実態・意見から容易にできない面もあるため、継続的に利用
者・当事者の意見把握や行政、交通事業者、施設管理者、市民等で議論し相互理
解を深め、再整理をすることが不可欠。

目標達成の見込みがあるため。

66.7%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

《上記方向性の理由・今後のスケジュール等》
バリアフリーマスタープランに基づき、バリアフリー化の推進に取り組んでいく。

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

策定済み 完了

国・府支出金 1,466 2,000

A.有効的である（改善の余地がない）

現在、基本構想策定に向けて進めているため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

3,034 4,000

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

池田市交通バリアフリー基本構想

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

67.4%

主
な
内
訳

計画策定委託料 － 4,400 6,000 基本構想策定 －

事　業　費（千円）Ａ ー 4,500 6,000 マスタープラン策定 －

策定中 完了

事業の手段・方法
（どのように）

マスタープラン、基本構想の策定

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容 改正バリアフリー法に基づき、マスタープランと基本構想を策定し、具体的な整備を促す。

めざす姿（目標） マスタープランと基本構想を策定し、バリアフリーのまちづくりを推進する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目１交通体系の整備

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

ソフト施策を含む市内のバリアフリー化整備促進

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 279

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 バリアフリー化推進事業 財務会計上の事業名 バリアフリー基本構想策定事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 3 1 2 担当部署名 交通道路課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第３節安心して快適に移動できるまちづくり

項目

NO.280



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

池田駅周辺のコインパーキング等の民間駐車場が徐々に整備されてきているが、市営駐車場の利用率は比較的高い状況である。しかし、経営的には駐車場使用料
で運営が賄えておらず収支比率改善について検討を要する。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

送迎等による一時的な違法駐車が見られる事から、池田警察署と連携した指導・
啓発を行い交通環境の改善が必要。

駅周辺の違法駐車対策に効果を発揮しているが、駐車
場使用料で運営が賄えるように収支比率の改善を要
するため。

43.5%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ 56.1% 51.1% 56.5%

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

B.改善の余地がある

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 43.9%

うち受益者負担 Ｂ 13,316

10,423

駐車場の利用促進及び効率的な運営方法の検討。

共益費 7,647

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

29,733台/年 32,000台/年

13,316 13,702 13,200

国・府支出金

B.改善の余地がある

コロナ禍の影響から徐々に回復しつつあるが、途上で
ある。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

13,125 10,158

成果の達成状況 C.判断できない

現状維持

令和

7,647 7,648

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

48.9%

13,702 13,200

主
な
内
訳

管理委託料 12,718 13,500 11,826

事　業　費（千円）Ａ 23,739 26,827 23,358 駐車場利用台数 30,140台/年

電気使用料 1,175 1,634 2,600

事業の手段・方法
（どのように）

市営駐車場での車両の一時預かり及び定期利用

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容 市営駐車場における車両の一時預かり、定期利用及び夜間利用の適切な管理を行い、利用を促進する。

めざす姿（目標） 違法駐車を防止し、道路交通の円滑化を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目１交通体系の整備

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

阪急池田駅及び駅周辺の商業施設利用者

その他 (駐車場使用料)

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 280

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 市営駐車場管理事業 財務会計上の事業名 市営駐車場管理事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 3 1 4 担当部署名 交通道路課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第３節安心して快適に移動できるまちづくり

項目

NO.281



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 281

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 違法駐車等防止事業 財務会計上の事業名 ー

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 3 1 5 担当部署名 交通道路課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第３節安心して快適に移動できるまちづくり

項目

R4年度 R5年度

項目１交通体系の整備

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

池田・石橋阪大前駅周辺の違法駐車車両及び迷惑駐車車両

事業の手段・方法
（どのように）

駐車場の案内、広報車や周知ビラ添付による誘導及び指導啓発、警察署への取締り要請

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 全部委託

事業内容 違法駐車防止のため、駐車場への案内や、広報車・ビラ貼布による指導啓発及び警察署への取締り要請を行う。

めざす姿（目標） 違法駐車車両の削減による交通事故の誘発防止及び交通の円滑化を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

主
な
内
訳

車両撤去台数 0台/年

事　業　費（千円）Ａ － － － 指導台数 155台/年

０台/年 0台/年

成果の達成状況 B.順調に推移していない

現状維持

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）
実績

（R4年度）
目標値

（R４年度）

223台/年 100台/年

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

指導台数の増加

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

全国的に大都市では附置義務駐車場を中心に、地方都市ではコインパーキングを中心に量的整備が進んでいるが違法駐車は減少しておらず、その対策として荷
捌き用、駅送迎用等多様なニーズへ対応した駐車施設の設置が求められている。この傾向は本市にも当てはまる内容である。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

池田駅利用者送迎等の短時間駐車。池田駅利用者送迎等の短時間駐車。

違法駐車対策として市が行えるのは、啓発活動にとど
まるため。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

警察署へ巡回強化を要請する。

NO.282



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

本市の放置自転車は現業務内容の継続的実施により全国の傾向と同様に減少傾向にあるが、一方で駅周辺店舗の利用者による一時的な放置自転車への指導・啓
発や駐輪場の設置が求められている。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

石橋阪大前駅周辺の駐輪場の利用促進や店舗における駐輪場の整備と毎年の
府下最低賃金上昇に伴う委託料の増。

移動保管台数の減少は、現事業内容の継続的な積み重
ねによる結果であるため。

94.3%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 94.3%

33,514

移動保管台数の減少傾向を維持するため、現業務内容を継続して実施。

修繕料 488

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

1,289台/年 1,800台/年

2,024 2,590 2,040

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

移動保管台数の減少

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

32,934 33,904

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

287 700

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

92.7%

主
な
内
訳

業務委託料 34,090 34,758 34,678

事　業　費（千円）Ａ 35,538 35,524 35,944 移動保管台数 2,011台/年

事業の手段・方法
（どのように）

放置防止指導啓発、放置自転車等の移動保管及び返還

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容 池田・石橋阪大前駅周辺において、指導員による放置自転車などの指導・啓発及び移動・保管・返還を行う。

めざす姿（目標） 交通事故誘発防止、交通の円滑化、歩行者通行空間の保持を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目１交通体系の整備

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

池田・石橋阪大前駅周辺の自転車等（自転車・原動機付自転車）利用者

その他 (手数料、雑入)

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 282

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 池田・石橋駅周辺放置自転車等対策事業 財務会計上の事業名 放置自転車等対策事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 3 1 6 担当部署名 交通道路課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第３節安心して快適に移動できるまちづくり

項目

NO.283



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

市営駐車場は供用開始後３７年を経過し、機器や施設の老朽化が課題。不具合を未然に防ぐため計画的な更新が必要。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

老朽化施設の更新費用の確保

一部老朽施設の更新が進んでいないため。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

B.改善の余地がある

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

9,900

施設更新計画に基づき、老朽設備の更新工事を実施。

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

－ －

国・府支出金

B.改善の余地がある

更新工事が完了したため

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

主
な
内
訳

事請負費 9,900 － －

事　業　費（千円）Ａ 9,900 － － 更新工事 －

事業の手段・方法
（どのように）

池田市立駐車場の排気ファン等改修工事を行う。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 全部委託

事業内容
市営駐車場は、供用開始後37年が経過し、施設、設備などの老朽化が本格化しているため、安全性の観点から、設備及び機器の修繕及
び更新を行う。

めざす姿（目標） 違法駐車を防止し、道路交通の円滑化を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目１交通体系の整備

　

3 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

本市が管理する駐車場

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 283

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 市営駐車場管理工事 財務会計上の事業名 市営駐車場管理工事

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 3 1 8 担当部署名 交通道路課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第３節安心して快適に移動できるまちづくり

項目

NO.284



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 284

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 地域公共交通支援事業 財務会計上の事業名 地域公共交通支援事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 3 1 9 担当部署名 交通道路課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第３節安心して快適に移動できるまちづくり

項目

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 新型コロナウイルス感染症による緊急事態措置を実施すべき期間において交通事業者が対応に要した経費の一部を補助する。

めざす姿（目標） 市民の交通利便性の確保及び公共交通の維持を図る。

関連計画

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

主
な
内
訳

事　業　費（千円）Ａ ー ー バス便数の維持 ー

成果の達成状況 A.順調に推移している

その他

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

～ 令和 4 年度

項目１交通体系の整備

　

事業の対象
（誰を、何を）

市内に事業所を置く公共交通事業者

684

補助金

事業の手段・方法
（どのように）

新型コロナウィルスの感染拡大防止の為、人流の抑制の影響を受け経営環境が厳しい状況にある交通事業者に対し、感染拡大防止に
要する費用及び定時定路線の運行を継続した経費について支援を行う。

（２）事業の概要
実施期間

（第３期実施計画期間）
3

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

ー ー

8,280 A.有効的である（改善の余地がない）

新型コロナウイルス感染症による影響終息のため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 7.6%

うち受益者負担 Ｂ

国・府支出金

公共交通事業者の要望に基づき検討していくところ。

8,964

8,964

事業は効率的に実施できて
いるか

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

鉄道やバス、タクシー等の地域の公共交通事業者は、長期化する新型コロナウイルス感染症の影響により、利用者が著しく減少している中においても、日常生活の
安定及び社会経済活動の維持のために運行を継続しているが、運輸収入の激減に伴い、極めて深刻な経営状況に陥っている。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

市民の日常生活における移動手段として維持していく。

新型コロナウイルス感染症による影響終息のため。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

NO.285



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 285

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 レンタサイクル利用促進事業 財務会計上の事業名 －

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 3 2 1 担当部署名 交通道路課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第３節安心して快適に移動できるまちづくり

項目

R4年度 R5年度

項目２モビリティ・マネジメントの推進

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

利用希望者

事業の手段・方法
（どのように）

自転車駐車場整備センター管理運営の池田東、石橋中央自転車駐車場に自転車を配置し利用希望者に貸し出すもの。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容 放置自転車対策の一環として、池田駅東・石橋駅中央自転車駐車場にてレンタサイクルを行う。

めざす姿（目標） レンタサイクルの利用を促進し、池田・石橋両駅周辺の流動自転車数の減少を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

主
な
内
訳

事　業　費（千円）Ａ ― ― ― 利用台数 690台/年

成果の達成状況 A.順調に推移している

廃止

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）
実績

（R4年度）
目標値

（R４年度）

877台/年 800台/年

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

利用台数の増加

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

近年、シェアサイクルの需要の高まりを受け本市においても実証実験を行っており、シェアサイクルの利用者は順調に推移していることから、自転車施策の推進を
図っていく中で本事業の見直しを含め検討を行う。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

レンタサイクル用自転車の老朽化

利用台数の推移から事業は効率的に実施されている
と判断できるため。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

事業者である自転車整備センターと協議し、令和5年度末で廃止予定。

NO.286



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 286

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 交通事業者連絡調整等事業 財務会計上の事業名 ー

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 3 2 2 担当部署名 交通道路課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第３節安心して快適に移動できるまちづくり

項目

R4年度 R5年度

項目２モビリティ・マネジメントの推進

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市民及び交通事業者

事業の手段・方法
（どのように）

北摂地区の統一要請及び池田市の独自要請を交通事業者を受け対策の実施。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 交通問題協議会を開催し、市内交通環境の諸問題を調査・研究する。

めざす姿（目標） 市内交通環境の改善を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

主
な
内
訳

事　業　費（千円）Ａ ー ー ー 交通事故件数 334件/年

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）
実績

（R4年度）
目標値

（R４年度）

253件/年 250件/年

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

交通事故者数の減少

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

交通事業者からの要請を受け、毎年少しづつではあるが交通環境の改善を行っている。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

国道１７６号の渋滞など。

交通事業者からの要請を受け毎年少しづつではあるが
交通環境の改善を行っているため。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

《上記方向性の理由・今後のスケジュール等》
交通問題協議会を開催し、池田警察署と連携しながら各種要請への対策を行
う。

NO.287



年度

その他 (基金繰入金)

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 287

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 交通安全啓発事業 財務会計上の事業名 交通安全啓発事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 3 3 1 担当部署名 交通道路課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第３節安心して快適に移動できるまちづくり

項目

R4年度 R5年度

項目３交通安全の推進

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市民（保育園児・幼稚園児・小学校・高齢者・運転免許証所有者等）

事業の手段・方法
（どのように）

全国交通安全運動、運転者講習会や街頭での啓発キャンペーン、交通安全教室の実施。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容
全国交通安全運動にあわせて、運転者講習会や街頭での啓発キャンペーン、交通安全教室などを実施する。また、交通安全対策事業を
行う団体に対して、補助金を交付する。

めざす姿（目標） 交通安全意識及びマナーの向上を図り、安全で安心なまちづくりを推進する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

71.6%

主
な
内
訳

交通安全教育業務委
託料

3,433 3,433 3,433

事　業　費（千円）Ａ 5,668 5,720 5,864 交通事故件数 334件/年

成果の達成状況 A.順調に推移している

その他

令和

1,885 1,889

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

消耗品費 1,782

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

253件/年 250件/年

1,503 1,624 1,723

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

交通事故件数の減少

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

4,096 4,141

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

交通事故件数は道路交通法の改正等から社会全体的にも減少傾向にあると言える。本市においても継続的な交通安全啓発事業の推進により交通事故件数は減
少している。しかし、数値は減少しているものの交通事故全体における高齢者の割合は依然として高い数値で推移している。
引き続き幼児や子どもに対する交通安全教室は継続していくとともに、高齢者に対する安全啓発も今後より一層取り組んでいかなければならないものと認識し
ている。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

事故件数は減少しているものの、死亡事故が発生している。また、安全教室を実
施する際の人員不足も課題の一つである。

交通事故件数の減少

70.6%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 73.5%

うち受益者負担 Ｂ

4,165

《上記方向性の理由・今後のスケジュール等》
委託料の見直しや交通安全教室時の体制など、池田市、池田警察署及び池田交
通安全協会と連携し安全啓発の内容を検討していく。

NO.288



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

令和３年度に池田市環境基本計画（第３次）を策定しており、近年、社会的にも関心の高まっている「SDGs」の理念や、「2050年カーボンニュートラル」の実現を
踏まえた環境目標像の実現に向け、市民、事業者、行政が一体となって環境に関する取組みを進めていくことを目指す。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

本計画は、総合計画の「環境にやさしいまちづくり」の根幹をなすものである。計
画に定める目標達成のためには、部局間を超え、目的や必要性について積極的
に情報共有していく必要がある。

温室効果ガス排出量削減については、社会情勢の変化
に沿った事業を実施し、市民一人ひとりの意識の向上
を図ることで、より効果的な施策の推進が可能なた
め。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

B.改善の余地がある

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

0

市民、事業者との協働体制の更なる確立を図った継続的な施策の検討を実施し
ていく。

印刷製本費 299

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

算定中
(令和２年度)

23.3万ｔ/年

3,588 334 343

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

市内の温室効果ガス排出量において、これまでの国発
表の数値を用いた算定手法から、地方公共団体実行計
画（区域施策編）策定マニュアルに基づいた算定手法へ
の変更を検討中のため。地方債

上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

0 0

成果の達成状況 C.判断できない

現状維持

池田市環境基本計画（第3次）

令和

299 300

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

主
な
内
訳

消耗品費 8 8 19

事　業　費（千円）Ａ 3,588 334 343 温室効果ガス排出量
44万ｔ/年

（平成27年度）

計画策定委託料 3,256 0 0

事業の手段・方法
（どのように）

・各主体との共同事業の実施、しくみ作り　・計画の進捗にかかる調査（環境審議会）
・計画の進捗状況の調査及び推進方法の検討　など

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容 池田市環境基本計画の推進及び進行管理に係る調査や見直しを実施する。

めざす姿（目標）
令和12年度の「池田の環境目標像」の実現に向け、池田市環境基本計画の推進及び進捗管理を行うとともに、必要に応じて改定を行
う。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目１地球環境施策の推進

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市民、事業者

その他 （環境基金等)

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 288

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 環境基本計画推進事業 財務会計上の事業名 環境基本計画推進事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 4 1 1 担当部署名 環境政策課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第４節環境にやさしいまちづくり

項目

NO.289



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

近年脱炭素社会に対する社会的関心が高まってきている。
本市においても令和3年度に、池田市環境基本計画（第3次）の策定や、ゼロカーボンシティ宣言を行い、脱炭素社会への移行に向け、各種設備導入補助制度を含
めた現行の事業をより効果的且つ効率的に実施していくことに加え、さらなる多様な取り組みを検討する必要がある。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

脱炭素社会の推進に資する技術は多様化しているが、それらに関する情報収集
及びその有効性・効率性の検証が容易でないこと。

太陽光発電設備の設置件数は増加しており、指標達成
に近づいているため。

79.8%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

0

現在の取り組みを着実に実施することと、「2050年カーボンニュートラル」等
の社会情勢を踏まえた施策導入に関する検討を絶えず行うことで、脱炭素社会
の実現に向けた取り組みを着実に行っていく。

家庭用燃料電池設備
導入補助金

2,220

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

9,000kw 12,000kw

10,643 13,524 20,239

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

太陽光発電出力は増加傾向にあるため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

0 80,000

成果の達成状況 A.順調に推移している

拡充

池田市環境基本計画（第3次）

令和

1,710 4,500

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

主
な
内
訳

太陽光発電設備導入
補助金

4,327 4,674 4,400

事　業　費（千円）Ａ 10,643 13,524 100,239 太陽光発電出力 6,600kw

家庭用蓄電池設備導
入補助金

3,050 2,350 2,000

事業の手段・方法
（どのように）

環境にやさしい設備等への補助金交付や環境学習・イベントの実施等、脱炭素社会の実現に向けた啓発活動を実施する。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 ごみ減量や省エネルギー事業の普及啓発を行うとともに、環境にやさしい設備の設置・購入費用に対して補助・助成を行う。

めざす姿（目標） 脱炭素型の社会・地域づくりを推進する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目１地球環境施策の推進

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市民、事業者

その他
(環境基金な

ど)

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 289

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 脱炭素社会推進事業 財務会計上の事業名 脱炭素社会推進事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 4 1 2 担当部署名 環境政策課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第４節環境にやさしいまちづくり

項目

NO.290



年度

その他 (環境基金)

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 290

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 環境学習推進事業 財務会計上の事業名 環境学習推進事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 4 1 3 担当部署名 環境政策課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第４節環境にやさしいまちづくり

項目

R4年度 R5年度

項目１地球環境施策の推進

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市内小・中学生、教員、保護者等

事業の手段・方法
（どのように）

・学校、教員向けの環境学習事例冊子の作成及び配布
・池田市環境学習研究会や環境学習啓発イベント等の実施

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 全部委託

事業内容
環境学習基本方針に基づき、行政・事業者・地域団体・市民とのネットワークで地域資源を活用した環境学習プログラムの開発や実践を
支援する。

めざす姿（目標）
環境学習授業実施者のネットワークを強化するなど、提案できる環境関連の出前授業のメニュー数を増やし、実施希望者の需要に沿え
る環境を整える。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

主
な
内
訳

環境学習推進委託料 5,690 5,690 5,700

事　業　費（千円）Ａ 5,690 5,690 5,700 出前授業のメニュー数 25種類

成果の達成状況 C.判断できない

現状維持

池田市環境基本計画（第3次）、池田市環境学習基本方針

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）
実績

（R4年度）
目標値

（R４年度）

27種類 30種類

5,690 5,690 5,700

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

新型コロナウイルス感染症拡大等の理由により、実施
できないメニューがあるため、数値としては前年度に
比べて減少しているが、教員等のサポート体制の充実
等は図られている。地方債

上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

0 0

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

本事業では、出前授業の開発・紹介・実施以外にも学校側の要望に応じた形で環境学習に関する授業の支援を行っている。学校からの相談件数は年々増加してお
り、SDGsに関する授業を実施するなど、社会情勢の変化に応じて事業展開を幅広く行っている。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

環境学習支援に向けた情報収集・調査・分析により、ノウハウの蓄積は一定進ん
でおり、小・中学生を対象とした環境学習の実施体制は整っている。しかし、環境
学習基本方針においては小・中学生だけでなく大人や高齢者まで対象を拡大し
ていくことを定めているため、あらゆる世代を対象とした環境学習の実施が求め
られる。

環境学習の普及に向けた情報収集や調査、環境学習啓
発イベント等による環境学習支援は順調に進んでい
る。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

0

本事業は、池田市環境基本計画における環境学習分野の環境目標像の達成に
関わる事業であるため、継続的な実施が求められる。また、家庭や地域のつなが
りを活かし、小・中学校を対象とした取り組みを他の世代へ広げていく。

NO.291



年度

その他 (指定袋手数料)

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 291

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 ごみ減量化推進事業 財務会計上の事業名 ごみ減量化進事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 4 2 1 担当部署名 環境政策課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第４節環境にやさしいまちづくり

項目

R4年度 R5年度

項目２循環型社会の形成

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市民、市民団体

事業の手段・方法
（どのように）

集団回収活動団体や回収事業者に対する奨励金、助成金で補助をし、ごみの減量化と資源化の啓発を行う。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容
集団回収活動団体への奨励金や回収事業者への助成金による補助を行うとともに、不法投棄の防止啓発活動や不法投棄された処理
困難物の処分を行う。

めざす姿（目標） 再生可能な有価物を集団回収している団体に対して、回収量に応じた補助を行うことにより、ごみの減量を推進する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

主
な
内
訳

消耗品費 35 42 73 資源化率 11.5%

事　業　費（千円）Ａ 3,441 3,466 10,673 回収量 1,430t/年

12.7% 16.0%

補助金 3,406 3,336 4,500

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

第3期池田市一般廃棄物処理基本計画、池田市環境基本計画（第3次）

令和

88 100

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

処分委託料 0

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

1,104t/年 1,597t/年

3,441 3,466 10,673

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

集団回収量は減少しているものの、ダンボール等の増
加や、ごみ総量の減少により資源率の増加が見られ
る。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

0 0

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

この数年はコロナ禍の中、各団体の集団回収が中止することや、デジタル化などにより、回収量は減少傾向にある。また、地域によっては、子どもの減少により子
ども会として集団回収するのが難しく、実施主体を自治会に変更するところも出ている。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

自治会等の集団回収量が減少している。

集団回収は資源化率上昇の有効な手段の一つとなっ
ており、現制度の継続がごみ減量化の推進に効果的で
あると判断できるため。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

0

ごみ減量・資源化のPRを促進し、集団回収団体数及び回収量の確保を図る。

NO.292



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

平成18年度の制度開始時からロール式の指定袋を採用しているが、ロール式指定袋製造業者の製造事業が縮小傾向にあり、全国的に供給困難な状況となってい
るため、安定供給を優先し、令和5年度製造分から平袋式の指定袋を導入する。

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

0

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

0 0

第3期池田市一般廃棄物処理基本計画、池田市環境基本計画（第3次）

令和

14,629 16,134

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）
実績

（R4年度）

指定袋制実施事業 指定袋制実施事業

項目２循環型社会の形成

第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

第４節環境にやさしいまちづくり

燃えるごみ、燃えないごみは指定袋で、粗大ごみは処理券で排出することとし、有料で販売。

一部委託

市民

令和

事　業　費（千円）Ａ 86,207 113,671 ごみ排出量 30,484t/年

14,339 14,900

29,216t/年 26,387t/年

14,846

46,919

77,711

成果の達成状況

56,121 80,536

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託）

事業内容 指定ごみ袋・シールを作成し、市役所や指定販売店において配布する。

めざす姿（目標） 指定袋制及びシール制を実施することにより、3R（リデュース・リユース・リサイクル）を促進し、家庭系ごみの減量を推進する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

4 年度

目標値
（R４年度）

事業の対象
（誰を、何を）

事業の手段・方法
（どのように）

その他

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 292

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 財務会計上の事業名

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 4 2 2 担当部署名 環境政策課

総合計画
の体系

章

節（施策）

項目

R4年度 R5年度

　

元 ～

指定袋等を使用しない不適正排出に係る対策が必要。

平成18年度の指定袋制度実施、平成24年度の全量有料化により、ごみ排出量
の削減効果が見られるが、更なるごみの減量及びリサイクル率の上昇を目指す
ため、分別項目の増加等を研究していく。また、ごみ収集日程表や市広報誌、
ホームページなどで正しいごみ分別の啓発を行っていく。

現状維持

14,882

配布管理委託料

消耗品費

指定袋取扱委託料

77,711(指定袋手数料)

平成18年度の制度開始以降大幅にごみ排出量が減少
し、近年は若干減少傾向のため。

A.効率的である（改善の余地がない）

A.有効的である（改善の余地がない）

目標値は達成していないものの、ごみの総排出量とし
ては、近年若干減少傾向。

A.順調に推移している

主
な
内
訳

86,207 113,671

国・府支出金

NO.293



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

新型コロナウイルス感染症の影響がある中、令和２年度より開始の、フードドライブ事業、乾燥生ごみ回収事業等についても引き続き実施した。
今後も令和4年度の事業実績を基盤とし、安定且つ継続的に事業を実施できるよう指定管理者とより一層の連携を図りながら今後の施策を展開していく。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

令和5年度も引き続き実施事業について市民の認知度を高める必要がある。

市民が3R に取組める仕組みづくりやイベント・講座を
行うことで、地球温暖化防止・資源循環など、環境に関
しての効果的な普及啓発に繋げることができていると
考えられるため。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

0

本事業は、池田市環境基本計画（第3次）の達成に向けて基礎的な部分を担う事
業であり、市が実施する様々な環境施策を横断的に推進するためにも、今後も
継続的に事業を実施する。

修繕料 0

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

17,877人/年 49,000人/年

7,423 7,459 7,625

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

３R推進センターの利用者数については、令和2年４月
に中央公民館内へ移転していることや感染症拡大等
が、R4年度実績に影響していると考えられるため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

0 0

成果の達成状況 C.判断できない

現状維持

池田市環境基本計画（第3次）

令和

36 200

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

主
な
内
訳

指定管理料 7,423 7,423 7,423 WEBサイトアクセス数 1,000回/年

事　業　費（千円）Ａ 7,423 7,459 7,625 利用者数 39,214人/年

3,272回/年 3,000回/年

通信運搬費 2

事業の手段・方法
（どのように）

・環境についての講座やイベントの実施　　・リユース品の地域内循環
・リサイクル資源の回収事業　　・環境活動についての啓発や発信　　など

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 全部委託

事業内容 3R推進センターの適切な管理運営を行う。

めざす姿（目標）
指定管理者制度により、効果的なイベントなどを開催し、施設の認知度の向上や、地球温暖化防止・資源循環など、環境に関しての効果
的な普及啓発につなげる。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目２循環型社会の形成

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市民

その他 （環境基金)

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 293

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 3R推進センター管理運営事業 財務会計上の事業名 3R推進センター管理運営事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 4 2 3 担当部署名 環境政策課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第４節環境にやさしいまちづくり

項目

NO.294



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

・令和2年9月末をもって小型家電類及び水銀含有廃棄物の拠点回収を終了し、クリーンセンターでの場内選別へ切り替わった。
・令和3年7月よりトレイ類の収集品目に「ペットボトルのキャップ・ラベル」及び「レジ袋」を追加した。
・令和４年４月より「プラスチックに係る資源循環の促進等に係る法律」が施行され、プラスチック使用製品廃棄物に関する市町村の分別収集及び再商品化等が求
められる。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

再資源化率の更なる上昇。

資源化率は上昇しているため。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

0

財政状況等を踏まえながら、家庭ごみのうち現時点では燃えるごみとして排出
されているプラスチック使用製品廃棄物の分別収集の可能性を研究していく。

手数料 14

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

12.7% 16.0%

11,812 12,768 16,894

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

令和3年7月よりトレイ類の収集品目に「ペットボトルの
キャップ・ラベル」及び「レジ袋」を追加したことで、目標
値は達成していないものの資源化率は上昇している。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

0 0

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

第3期池田市一般廃棄物処理基本計画、池田市環境基本計画（第3次）

令和

16 160

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

主
な
内
訳

消耗品費 72 65 72

事　業　費（千円）Ａ 11,812 12,768 16,894 資源化率 11.5%

処分委託料 11,725 12,687 16,642

事業の手段・方法
（どのように）

不法投棄された特定家電4品目の処理や容器包装リサイクル対象品目の再商品化

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 全部委託

事業内容 家電リサイクル法及び容器包装リサイクル法による再商品化の推進や、小型家電・水銀含有廃棄物の回収を実施する。

めざす姿（目標） 各リサイクル法による再商品化の推進を行い、資源化率を増加させる。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目２循環型社会の形成

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市民

その他
(有償入札拠出

金等)

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 294

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 リサイクル推進事業 財務会計上の事業名 リサイクル推進事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 4 2 4 担当部署名 環境政策課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第４節環境にやさしいまちづくり

項目

NO.295



年度

その他
(環境基金利子

等)

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 295

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 環境基金積立事業 財務会計上の事業名 環境基金積立事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 4 2 7 担当部署名 環境政策課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第４節環境にやさしいまちづくり

項目

R4年度 R5年度

項目２循環型社会の形成

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

指定袋手数料の一部等

事業の手段・方法
（どのように）

環境基金として積み立て、適切に管理し各種施策の財源として活用する。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 環境基金の積立を行う。

めざす姿（目標） 積み立てた基金を適切に管理し、各種環境施策（脱炭素社会推進事業、3R推進センター管理運営事業など）を推進する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

89.2%

主
な
内
訳

積立金 33,642 33,580 30,000

事　業　費（千円）Ａ 33,642 33,580 30,000 積立額 32,142千円

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

第3期池田市一般廃棄物処理基本計画、池田市環境基本計画（第3次）

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）
実績

（R4年度）
目標値

（R４年度）

33,580千円 30,000千円

3,689 3,615 131

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

順調に積み立てられているため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

29,965 29,869

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

特になし。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

特になし。

順調に積み立てられており、適正管理及び有効活用で
きているため。

99.6%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 89.0%

うち受益者負担 Ｂ

29,953

環境基金を財源とする各種施策の状況を注視しながら、引き続き当該基金を積
み立てるとともに、適正管理及び有効活用していく。

NO.296



年度

その他
(ごみ処理手数

料)

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 296

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 ごみ収集事業 財務会計上の事業名 ごみ収集事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 4 2 8 担当部署名 業務センター

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第４節環境にやさしいまちづくり

項目

R4年度 R5年度

項目２循環型社会の形成

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市内の全戸家庭

事業の手段・方法
（どのように）

塵芥車によるごみ収集運搬業務

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容 ごみの分別収集及び指定日収集を実施する。

めざす姿（目標） ごみ収集業務の効率化により、市民サービスの向上を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

96.7%

5,396 4,355

主
な
内
訳

ごみ収集業務委託料 140,547 147,642 149,292 収集量 18,897ｔ

事　業　費（千円）Ａ 157,289 164,341 168,357 収集率 100%

19,128t 20,000ｔ

燃料費 6,333 6,245 7,888

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

池田市一般廃棄物処理基本計画

令和

8,724 9,465

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

修繕料 8,719

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

100% 100%

5,309 5,396 4,355

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

直営と委託により滞りなく収集業務が実施できてい
る。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

158,945 164,002

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

正職員減少が進むと再任用職員や会計年度任用職員だけでは業務を賄いきれない事態となる。
正職員の新規採用が実施されない場合、委託拡充について検討しなければいけないが、委託料の更なる高騰が懸念されるほか、大規模災害などの緊急時には直
営でなければ対応できない。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

委託拡充に頼らず、緊急時においても収集業務が停滞することなく、市民生活へ
の影響を最小限に抑えるためにも、正職員の複数人新規採用が必要である。

職員数の減少を会計年度任用職員の雇用によって
補っているが、運転業務は職員のみが可能であること
から、業務を滞りなく実施するには限度がある。そのた
め、更なる退職者による職員数減少を考慮しつつ、正
職員の複数人新規採用を要望していく。

97.4%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ 3.4% 3.3% 2.6%

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

B.改善の余地がある

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 96.6%

うち受益者負担 Ｂ 5,309

151,980

定年退職者に限らず、職員数が減少している現状であり、知識や技術の継承の
ためにも、正職員の複数人新規採用が継続的になされるよう要望していく。

NO.297



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

海抜が高い場所に建設されている住宅、五月山にあるゴルフ場や公園、農地などの下水の通っていない場所について、し尿収集業務を引き続き実施する。
また、イベントや建設現場に設置される仮設トイレが無くなることはなく、災害時における仮設トイレへの対応も必要不可欠である。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

下水道整備により減少することはあっても、し尿収集業務が無くなることはな
く、災害時への対応も含め、今後も業務を継続するために衛生車両の更新や人員
配置は必要不可欠である。

過去、し尿収集業務を委託していたが、業務継続が困
難との理由で全市直営による収集を開始した経緯が
あるので、今後も直営で行う必要がある。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ 100.0% 100.0% 100.0%

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ 1,186

0

生活に直結する業務であるため、下水道整備が出来ない場所や臨時的に収集が
必要な仮設トイレについて、引き続き事業を継続し、災害時にも対応できるよう
態勢を整えていく。

燃料費 326

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

100% 100%

1,186 1,130 1,553

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

直営で全てのし尿収集業務を行い、十分な成果が得ら
れている。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

0 0

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

池田市一般廃棄物処理基本計画

令和

416 410 収集量 545㎘ 929㎘ 300㎘

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

1,130 1,553

主
な
内
訳

修繕料 702 448 720 収集件数 429件

事　業　費（千円）Ａ 1,186 1,130 1,553 収集率 100%

645件 350件

消耗品費 23 123 91

事業の手段・方法
（どのように）

衛生車によるし尿収集運搬業務

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 し尿の定期収集と臨時収集及び浄化槽の清掃と保守点検を実施する。

めざす姿（目標） 生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目２循環型社会の形成

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市内一部の家庭及び事業所並びに臨時的仮設トイレ

その他
(し尿処理手数

料)

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 297

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 し尿収集事業 財務会計上の事業名 し尿収集事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 4 2 9 担当部署名 業務センター

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第４節環境にやさしいまちづくり

項目

NO.298



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

焼却施設における土日及び夜間の運転管理業務等については、令和２年度から民間委託を行い、一般廃棄物処理施設として安定的に操業しながら、費用対効果
の向上を図っている。また、資源ごみ等の分別促進により、最終処分量の削減及び廃棄物の適正処理につなげることが必要と認識している。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

引き続き、廃棄物の適正処理の着実な実施に努める。

一般廃棄物処理基本計画に基づき、排出抑制の徹底及
び資源物の分別促進をすることで、適正処理にかかる
費用を抑えることが可能と考えるため。

69.2%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ 53.1% 54.1% 30.8%

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

B.改善の余地がある

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 46.9%

うち受益者負担 Ｂ 133,727

118,006

《上記方向性の理由・今後のスケジュール等》
今後も環境基準などを遵守した上で、費用対効果を考慮しつつ、廃棄物の適正
処理を維持する。

燃料費 6,100

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

0日/年 0日/年

133,727 136,463 84,886

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

廃棄物の適正処理が確実に行われたため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

115,990 190,868

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

池田市一般廃棄物処理基本計画

令和

5,704 7,657

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

45.9%

136,463 84,886

主
な
内
訳

消耗品費 55,702 42,012 55,654

事　業　費（千円）Ａ 251,733 252,453 275,754 規制違反件数 0日/年

光熱水費 56,207 70,582 78,764

事業の手段・方法
（どのように）

再資源化の徹底とともに一般廃棄物の適正な中間処理（焼却処理）を行う。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容 環境基準などを遵守した上で、廃棄物を適正に処理する。

めざす姿（目標） 廃棄物の適正処理を維持する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目２循環型社会の形成

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市民・市内事業者から排出された廃棄物

その他
(ごみ処理手数

料他)

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 298

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 ごみ処理事業 財務会計上の事業名 ごみ処理事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 4 2 10 担当部署名 クリーンセンター

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第４節環境にやさしいまちづくり

項目

NO.299



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 299

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 ごみ処理事業（最終処分） 財務会計上の事業名 ごみ処理事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 4 2 11 担当部署名 クリーンセンター

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第４節環境にやさしいまちづくり

項目

R4年度 R5年度

項目２循環型社会の形成

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市民・市内事業者から排出された廃棄物

事業の手段・方法
（どのように）

資源物の選別・処理、粗大ごみ・不燃物の処理及び一般廃棄物の最終処分を、業務委託により実施。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 全部委託

事業内容 再資源化を徹底するとともに、資源化できないものについては、適正処理を行う。

めざす姿（目標） 再資源化の促進及び最終処分量の抑制により、循環型社会の形成を推進する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

100.0%

主
な
内
訳

処分委託料 144,477 144,809 156,261

事　業　費（千円）Ａ 144,477 144,809 156,261 規制違反件数 0日/年

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

池田市一般廃棄物処理基本計画

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）
実績

（R4年度）
目標値

（R４年度）

0日/年 0日/年

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

廃棄物の適正処理が確実に行われたため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

144,809 156,261

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

資源ごみ等の分別促進により、最終処分量の削減及び廃棄物の適正処理につなげることが必要と認識している。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

鉛等の基準超過でフェニックス最終処分場への受入停止措置が適用されること
がないよう、原因となる乾電池や蛍光灯などを分別・リサイクルすることで、再資
源化と適正処理を両立させることが今後も必要。

ごみ減量及び資源ごみの分別促進により、ごみの最終
処分量が減り、処分委託料を減少させることが可能。
また、ごみの総量が減ることで、廃棄物の適正処理に
かかる費用を抑えることも可能と考えるため。100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

B.改善の余地がある

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

144,477

《上記方向性の理由・今後のスケジュール等》
資源化率の向上と経費削減に努めるとともに、廃棄物量そのものの削減に努
め、最終処分量を削減しながら、適切に最終処分を実施する。

NO.300



年度

その他
(自動販売機等
電気使用料他)

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 300

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 クリーンセンター管理運営事業 財務会計上の事業名
クリーンセンター管理事業／
クリーンセンター運営事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 4 2 12 担当部署名 クリーンセンター

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第４節環境にやさしいまちづくり

項目

R4年度 R5年度

項目２循環型社会の形成

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

クリーンセンター

事業の手段・方法
（どのように）

施設の保守点検等を適切に行う。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容 クリーンセンターの適切な管理運営を行う。

めざす姿（目標） クリーンセンターの適切な管理運営により、廃棄物の継続的かつ適正な処理を行う。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

99.8%

主
な
内
訳

設備保守点検委託料 46,367 69,882 116,000

事　業　費（千円）Ａ 50,609 74,730 121,560 廃棄物受入停止日数 0日/年

下水道使用料 508 546 711

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

池田市一般廃棄物処理基本計画

令和

1,175 1,515

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

光熱水費 1,076

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

0日/年 0日/年

102 149 106

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

廃棄物の受入停止を生じさせることなく、施設の安定
稼働を達成したため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

74,581 121,454

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

焼却施設の運転管理業務については、令和２年度から土日及び夜間の民間委託を開始した。直営による24時間の運転管理は平日日勤帯の運転管理に業務集約
されたが、これまでに培った技能を活かし、より効率的な管理運営に努めるとともに、業務ノウハウの継承にも努めることが必要と認識している。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

人員減や施設の老朽化が原因で廃棄物の受入停止などの事態が生じることのな
いよう、施設状況の適切な把握と効率的な管理運営が課題である。

設備保守点検に係る各種業務を着実に実施すること
で、環境基準等を遵守し、廃棄物の適正処理につなげ
ることができているため。

99.9%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 99.8%

うち受益者負担 Ｂ

50,507

《上記方向性の理由・今後のスケジュール等》
ごみ処理施設は市民生活を維持し経済を支える必要不可欠な社会インフラとし
て、廃棄物の適正処理及び業務の安定的継続に応える必要がある。職員の減少
や高齢化が原因で市民生活に影響が出ることのないよう、運転管理の経験や維
持補修の技術の継承に努める。

NO.301



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 301

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 クリーンセンター修繕事業 財務会計上の事業名 クリーンセンター修繕事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 4 2 13 担当部署名 クリーンセンター

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第４節環境にやさしいまちづくり

項目

R4年度 R5年度

項目２循環型社会の形成

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

クリーンセンター

事業の手段・方法
（どのように）

施設の予防保全等適切な維持管理を行う。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 クリーンセンターの予防保全など適切な修繕を行う。

めざす姿（目標） クリーンセンターの適切な修繕により、廃棄物の継続的かつ適正な処理を行う。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

100.0%

主
な
内
訳

修繕料 64,709 99,987 100,000

事　業　費（千円）Ａ 64,709 99,987 100,000 廃棄物受入停止日数 0日/年

成果の達成状況 A.順調に推移している

縮小

池田市一般廃棄物処理基本計画

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）
実績

（R4年度）
目標値

（R４年度）

0日/年 0日/年

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

廃棄物の受入停止を生じさせることなく、施設の安定
稼働を達成したため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

99,987 100,000

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

焼却炉については令和元年度までの4か年にわたる基幹的設備改良工事で長寿命化が図られたが、それ以外の設備の老朽化については、今後も修繕を行いなが
ら安定稼働を目指す必要があると認識している。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

計画修繕により施設の予防保全と費用対効果を両立させるよう努めてきたが、
経年による修繕必要箇所が増加していることから、限られた予算の中で安定稼
働を維持するための修繕を見極める必要がある。

計画修繕の内容をより精査することで安定稼働を実現
しながら、より経費効果の高い事業実施が可能である
と考えるため。

100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

B.改善の余地がある

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

64,709

《上記方向性の理由・今後のスケジュール等》
平成2８年度から令和元年度までの基幹的設備改良工事の期間中は、現行炉の
修繕以外は不要不急の修繕は行わず、焼却施設の延命化に努めることとしてき
た。
今後は経費効果と安定稼働の両立ができるよう、予算の平準化にも努めながら
計画修繕を実施する。

NO.302



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 302

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 大阪湾広域廃棄物埋立処分場整備事業 財務会計上の事業名
大阪湾広域廃棄物埋立処分場整備
事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 4 2 15 担当部署名 クリーンセンター

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第４節環境にやさしいまちづくり

項目

R4年度 R5年度

項目２循環型社会の形成

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市民・市内事業者から排出された廃棄物

事業の手段・方法
（どのように）

一般廃棄物の最終処分を大阪湾広域廃棄物埋立処分場に委託しており、その建設に要する経費の内、池田市分を負担する。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 全部委託

事業内容 廃棄物の最終処分場を確保するため、大阪湾圏域広域処理場整備事業に参画する。

めざす姿（目標） 最終処分場を確保し、廃棄物の適正処理を維持する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

100.0%

主
な
内
訳

廃棄物埋立処分場整
備委託料

6,686 7,233 8,750

事　業　費（千円）Ａ 6,686 7,233 8,750 広域処分委託量枠の確保 66,626㎥

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

池田市一般廃棄物処理基本計画、大阪湾圏域広域処理場整備事業計画

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）
実績

（R4年度）
目標値

（R４年度）

101,554㎥ 101,554㎥

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

平成30年3月の大阪湾圏域広域廃棄物処理場整備基
本計画に基づき、5年間で43,662㎥分の本市枠が増
量される予定の中、本年度も予定どおり8,732㎥分
が確保できたため。地方債

上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

7,233 8,750

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

４つの埋立処分場全体の埋立進捗率が約8割に達する状況で、新たな埋立処分場の確保が急務となっている。検討されている大阪湾フェニックス第3期事業への
費用負担が今後必要と認識している。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

特になし。

焼却灰、ばいじん、不燃物の最終処分場であるフェニッ
クス最終処分場の本市枠の確保は、安定的で適法にご
み処理を行う唯一の方法であるため。

100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

6,686

《上記方向性の理由・今後のスケジュール等》
平成30年3月付け大阪湾圏域広域廃棄物処理場整備基本計画に基づき、5年
で43,662㎥分の本市枠が増量され、令和5年度まで安定的に本市枠の取得を
行う。

NO.303



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

業務センターでの事業は市民生活に直結するため、今後も事業を継続していくために、適切な管理運営により現状を維持していく必要がある。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

適切な改修工事・修繕を計画的に実施するために、予算確保が課題である。

今後も業務センターでの事業を継続するために、必要
な維持管理を計画的に行い、建物の健全化を図る。

72.7%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ 100.0% 100.0% 27.3%

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

B.改善の余地がある

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ 6,095

0

すでに耐用年数を超過しているボイラーの取替工事など、経年劣化等により安
全衛生上、業務に支障をきたす要素がある箇所について、計画的な改修工事・
修繕等の予算要求を行い、健全な管理運営を目指す。

修繕料 410

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

屋上防水・外壁塗
装改修工事

屋上防水・外壁塗
装改修工事

6,095 6,358 1,800

国・府支出金

B.改善の余地がある

安全衛生面において、一部改善が必要である。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

0 4,795

成果の達成状況 B.順調に推移していない

拡充

令和

1,112 450

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

6,358 1,800

主
な
内
訳

光熱水費 1,706 1,477 1,940 改修工事件数 2件

事　業　費（千円）Ａ 6,095 6,358 6,595 建物の維持管理と事業運営 壁紙・空調修繕

0件 2件

下水道使用料 912 881 960

事業の手段・方法
（どのように）

収集運搬業務に係る衛生面の確保

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容 業務センターの適切な管理運営を行う。

めざす姿（目標） 業務センターの適切な管理運営により、ごみ収集業務の継続的かつ適正な処理を行う。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目２循環型社会の形成

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

業務センターの健全な管理運営を行い職員の安全衛生を確保する。

その他
(し尿処理手数
料　他4件 )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 303

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 業務センター管理運営事業 財務会計上の事業名
業務センター管理事業/
業務センター運営事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 4 2 16 担当部署名 業務センター

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第４節環境にやさしいまちづくり

項目

NO.304



年度

その他
(大阪国際空港
周辺対策助成)

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 304

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 環境監視対策事業 財務会計上の事業名 環境監視対策事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 4 3 1 担当部署名 環境政策課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第４節環境にやさしいまちづくり

項目

R4年度 R5年度

項目３地域環境の向上

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

工場、事業場

事業の手段・方法
（どのように）

水質、騒音等の測定を定期的に実施するとともに、工場・事業場や工事現場に対して立入検査を行い、規制基準の遵守の確認・指導を
行う。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容 市内の騒音などの測定を定期的に実施するとともに、工場などへの規制・指導を行う。また、公害苦情を処理する。

めざす姿（目標） 市内の汚染状況を的確に把握し、公害の発生を抑制する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

75.6%

主
な
内
訳

調査委託料 2,005 2,177 3,600

事　業　費（千円）Ａ 2,079 2,633 6,788 苦情処理率 100%

機械器具費 0 194 0

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

池田市環境基本計画（第3次）

令和

229 59

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

消耗品費 59

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

100% 100%

154

国・府支出金 488 488 604

A.有効的である（改善の余地がない）

根拠法令に基づき適正に対応したため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

1,991 6,184

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

工場、事業場による公害苦情相談だけでなく、工事現場からの騒音苦情や、規制対象外である住生活に関わる騒音、悪臭などの苦情が増加傾向にあり、苦情内容
が多様化している。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

昨年に引き続き、公害発生の抑制と環境基準の達成

環境監視のため、水質と騒音の測定は不可欠である。
公害苦情に関しては、関係法令に基づき処理し、苦情
者の了承を得られている。

91.1%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 76.5%

うち受益者負担 Ｂ

1,591

環境測定や立入検査により環境監視に努めるとともに、公害苦情について迅速
に、適切に対処していく。

NO.305



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

財源である基金が底をついたが、大気汚染にかかる情報の収集を行い、庁内での調整の結果、他の財源を活用し事業を継続することとした。
大気汚染は気象状況や工場の生産状況により大きく悪化する可能性があることから、今後も定点観測を継続し、市民にリアルタイムデータを提供することにより
安全・安心なまちを実現する。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

施設、計測機器の維持管理に留意すること。

市民の関心の高いＰＭ２．５を中心とした１時間ごとの
測定値を市ホームページなどで即時（リアルタイム）公
開できている。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

0

主に市内の道路交通に伴う大気汚染状況を観測してきた神田局は大きな役割
を担ってきたと認識しており、今後も事業継続していく。

光熱水費 198

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

100% 100%

3,755 2,108 4,465

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

定点観測によりＰＭ２．５など、市内の大気汚染の状況
を把握できているため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

1,650 0

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

202 228

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

43.9%

主
な
内
訳

管理委託料 3,520 3,520 3,700

事　業　費（千円）Ａ 3,755 3,758 4,465 環境基準達成率 100%

消耗品費 37 36 37

事業の手段・方法
（どのように）

阪神高速道路大気観測局（神田局）において、大気汚染物質の常時観測を行う。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容
神田大気観測局において、微小粒子状物質、浮遊粒子状物質及び二酸化窒素など大気汚染物質の常時監視を実施し、大気汚染状況を
把握する。

めざす姿（目標） 阪神高速道路周辺の大気汚染を的確に把握する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目３地域環境の向上

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

阪神高速道路大気観測局（神田局）

その他 (基金繰入金)

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 305

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 阪神高速道路大気観測維持管理事業 財務会計上の事業名
阪神高速道路大気観測維持管理事
業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 4 3 2 担当部署名 環境政策課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第４節環境にやさしいまちづくり

項目

NO.306



年度

その他
( 指定袋手数料

/環境基金
(R5))

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 306

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 環境美化推進事業 財務会計上の事業名 環境美化推進事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 4 3 3 担当部署名 環境政策課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第４節環境にやさしいまちづくり

項目

R4年度 R5年度

項目３地域環境の向上

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

春のごみゼロ、秋の環境衛生週間の清掃デーに住民の意識の啓発のため実施

事業の手段・方法
（どのように）

各自治会・こども会に呼びかけ地域清掃

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容 まちの環境美化を推進する運動を各種団体と協働する。

めざす姿（目標） 各種団体の参加人数を増やし、環境美化に関するマナーの向上を図ることで、環境美化を推進する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

主
な
内
訳

修繕料 0 0 200

事　業　費（千円）Ａ 58 52 1,309 参加者数 4,726人/年

管理委託料 41 41 41

成果の達成状況 C.判断できない

現状維持

池田市環境基本計画（第3次）

令和

11 38

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

通信運搬費 17

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

- 5,100人/年

58 52 1,268

国・府支出金

B.改善の余地がある

コロナ禍のため集団での清掃はしていないことから参
加者数が不明であるため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

0 41

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

令和２年度～令和４年度はコロナ禍のため、「ごみゼロの日」及び「清掃デー」に関して、集団での清掃は控え各家庭の門前清掃をしていただくよう依頼したとこ
ろ。
喫煙所については、令和5年度に密閉型として移設し、現在のパーテーション型の喫煙所は撤去するもの。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

今後、コロナ禍が明けていく中で、清掃デー等において、各団体が決められた日
に集団で清掃することをお願いすることが良いのか、各団体の都合の良い日に
清掃してもらうのが良いのか検討が必要。

地域清掃には多くの方々が参加しており美化意識の向
上には貢献しているものの、実施の方法等今後の社会
情勢を鑑み検討する必要がある。

3.1%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

B.改善の余地がある

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

0

実施方法を検討しながら、環境美化活動を推進していく。

NO.307



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

不法簡易広告物の除去活動に関しては、大阪府より移譲された事務であり、交付金が交付されている。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

活動員の高齢化により活動を終了する地域が出ている。

不法簡易広告物除去活動団体も活発に活動しており、
本市環境美化に貢献しているもの。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

0

地域によっては、活動団体の啓発が進み不法簡易屋外広告物がなくなったため
解散する団体も出ているが、引き続き地域と連携を図り継続していく。

保険料 19

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

11個/年 30個/年

1

国・府支出金 195 61 200

A.有効的である（改善の余地がない）

令和４年度は、市及び不法簡易広告物除去活動団体合
わせて２０回の除去活動を行っている中、不法簡易広
告物も少なく、環境美化が進んでいるもの。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

0 0

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

池田市環境基本計画（第3次）

令和

18 19

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

主
な
内
訳

消耗品費 172 39 171

事　業　費（千円）Ａ 195 62 200 不法簡易広告物 41個/年

通信運搬費 4 5 10

事業の手段・方法
（どのように）

池田市不法簡易広告物除去制度に基づき各団体単位で撤去活動を行う。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 市内団体と協働し、不法簡易屋外広告物の除去活動を実施する。

めざす姿（目標） まちの美化に関するマナーの向上を図り、除去すべき不法簡易屋外広告物の数を減少させることで、まちの美観・風致の維持を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目３地域環境の向上

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

不法簡易看板や貼紙の撤去。

その他 (雑入)

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 307

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 屋外広告物撤去事業 財務会計上の事業名 屋外広告物撤去事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 4 3 4 担当部署名 環境政策課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第４節環境にやさしいまちづくり

項目

NO.308



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

大阪府下では18の市町村が景観行政団体へ移行しており、各自治体ごとで独自の景観形成を行っており、地域特性に応じた景観保全等は、まちの魅力の一つに
なり本市としても、景観行政団体への移行が必要である。
また、市街化調整区域の耕作放棄地が資材置場等に転用され田園景観が悪化することに対する地元要望や、マンション建設等により市街地からの五月山の景観
が阻害されている等のご意見を池田市都市計画審議会でもいただくなど、景観施策の推進は喫緊の課題である。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

池田市の景観に関する関心を高めていく必要がある。
景観行政団体に向けた組織体制の構築が必要である。

景観計画策定等に向けた国の支援制度を活用し、事業
着手に努める。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

B.改善の余地がある

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

景観計画の策定に取り組んでいく。

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

ー 完了

国・府支出金

B.改善の余地がある

景観行政団体への移行に向けた事業に着手が出来て
おらず、令和４年度中の目標達成は困難。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

成果の達成状況 B.順調に推移していない

現状維持

令和

景観条例の制定 ー ー 完了

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

主
な
内
訳

景観計画の策定 －

事　業　費（千円）Ａ ー ー ー 景観行政団体への移行 －

ー 完了

事業の手段・方法
（どのように）

市独自の景観施策を検討し、景観行政団体への移行していく。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容 景観行政団体への移行、景観計画の策定、景観条例などの制定を行う。

めざす姿（目標） 良好な市街地景観を形成する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目１総合的な自然環境・景観の保全と緑化の推進

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市民

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 308

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 都市景観形成事業 財務会計上の事業名 ー

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 5 1 1 担当部署名 都市政策課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第５節良好な自然環境を生かしたまちづくり

項目

NO.309



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

①五月山景観保全地区内において、土地利用される為に指導するもの。
②最近は申請もなく、墓地開発など新たな開発はない。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

五月山景観保全区域内において、大規模な墓地開発など市街地からの景観を脅
かす行為が発生した場合、本条例での指導だけでは難しいケースもある。関係す
る他法令と連携して指導にあたる等有効な対策が必要となる。

景観保全に最低限必要な経費である為

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

今後も引続き、五月山の景観を保全する為に、墓地造成など開発者に対して、
条例に基づく適切な審査・指導を行っていく。

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

0件/年 0件/年

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

件数は増えておらず、条例による規制や指導も適切に
行っている。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

主
な
内
訳

指導件数 0件/年

事　業　費（千円）Ａ ー ー ー 違反件数 0件/年

0件/年 0件/年

事業の手段・方法
（どのように）

五月山の良好な景観を保全する。景観保全条例に基づく、現状変更行為の指導等

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 緑の景観に与える現状変更行為に対する指導を行う。

めざす姿（目標） 五月山の良好な景観を保全する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目１総合的な自然環境・景観の保全と緑化の推進

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

景観保全地区における事業者

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 309

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 景観保全事業 財務会計上の事業名 ー

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 5 1 2 担当部署名 みどり農政課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第５節良好な自然環境を生かしたまちづくり

項目

NO.310



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

①要綱による保全緑地の買取、市民活動による里山の保全と活用。五月山山麓の開発などに注視し、引き続き緑の保全に努める。
②大規模な自然災害が多発している。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

多くの私有地が存在する。所有者管理が困難になることで、寄附の意向が増えて
きている。維持管理費が増大する中、直接的な効果が見えにくい緑地保全事業
の、予算の確保が課題。

平成２４年度以降、山林買取はないが、山林の寄附に
よる山林取得をするなど、五月山の保全を目的に取得
するなど、民間業者による乱開発の防止に一定の成果
を得られている。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

土地所有者の申し出があれば、五月山の保全に必要な土地か判断の上、寄附や
買収について検討を行う。市民にとっての必要性を十分検討した上で取組んで
いく必要がある。大規模な自然災害が多発する一つの原因に里山管理ができず
に、荒れ果てた山林が放置されている為、令和４年度より２箇年かけて里山保全
林整備方針を策定し、里山林の整備を計画的に進める。

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

0㎡ 0㎡

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

買取や寄附における山林面積の増減がない為

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

主
な
内
訳

事　業　費（千円）Ａ ー ー ー 山林買取面積 0㎡

事業の手段・方法
（どのように）

要綱による保全緑地の買取、市民活動による里山の保全と活用

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 五月山山麓・山間部の緑地保全のため、山林所有者から申し出があれば、山林の寄付や買収など山林取得を行う。

めざす姿（目標） 五月山山麓・山間部の緑地を保全する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目１総合的な自然環境・景観の保全と緑化の推進

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

五月山山麓・山間緑地保全区域の土地所有者

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 310

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 五月山山麓・山間緑地保全事業 財務会計上の事業名 ー

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 5 1 3 担当部署名 みどり農政課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第５節良好な自然環境を生かしたまちづくり

項目

NO.311



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 311

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 緑化推進事業 財務会計上の事業名 緑化推進事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 5 1 4 担当部署名 みどり農政課

総合計画
の体系

章 第１章にぎわいと活力あふれるまち

節（施策） 第１節駅周辺を中心とした市街地の整備

項目

R4年度 R5年度

項目２池田駅周辺地区の整備

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

池田市民、保存樹木等の所有者

事業の手段・方法
（どのように）

植栽、草花・苗木の配布、保存樹木等管理用資材の配布

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容 市民参画による花いっぱい運動の推進や保存樹木の適正管理を促すため、管理助成を行う。

めざす姿（目標） 緑化を推進するとともに、緑を保全する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

72.0%

主
な
内
訳

消耗品費 1,899 1,994 2,100 花いっぱい運動花苗配布数 18,505株

事　業　費（千円）Ａ 3,331 4,417 4,550 花いっぱい運動団体数 30団体

14,350株 20,000株

委託料 547 1,043 1,050

成果の達成状況 B.順調に推移していない

現状維持

池田市緑の基本計画

令和

380 400 保存樹木指定数 60個所 54個所 58個所

保存樹林指定数 24個所 24個所 24個所

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

原材料費 385

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

18団体 34団体

742 1,236 1,248

国・府支出金

B.改善の余地がある

花苗の配布数が団体数の減少により減少

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

3,181 3,302

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

①花いっぱい運動については、花いっぱい運動に携わる住民の高齢化により年々減少している。
②平成３０年度の大規模災害の経験を踏まえ、池田市が指定している保存樹木については老木が多く、また所有者管理であることから管理が難しくなってきてお
り、指定廃止要望も増加している状況。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

①花いっぱい運動については、参加者の高齢化などの理由から参加人数が減少
しており、今後活動を継続する為の対策が必要。
②年数が経ち、老木化、大径木化している為に、保存樹木の適正な維持管理が難
しくなってきている。

花いっぱい運動は地域コミュニティ推進事業と相まっ
て、市内に広まってきたが、近年は団体数の減少等に
より、花苗配布数量も減少している状況である。

72.6%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

B.改善の余地がある

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 77.7%

うち受益者負担 Ｂ

2,589

①花いっぱい運動については、引き続き地域の団体と協働により、地域緑化を
進めていくとともに、花いっぱい運動を紹介する場などPR活動を引き続き行っ
ていく。
②都市の緑化保全の観点から、所有者へは引き続き、樹木の適正管理を呼びか
けていくが、所有者の意向も確認しながら危険木については、指定解除も視野
に入れて考えていく。

NO.312



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

五月山の緑化保全の為、青年会議所などボランティア団体で構成する"市民の森をつくる会"の活動を市として支援している。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

ボランティア団体の高齢化による活動範囲の縮小が懸念される。

五月山の適切な緑地保全になっている。

100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

2,420

今後、引き続きボランティア活動団体の充実及びボランティア活動に対する支
援を実施する。

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

11,300㎡/年 13,200㎡/年

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

五月山の活動団体を支援し、適宜、現状に合った適切
な緑地保全を行っている。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

2,568 4,768

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

100.0%

主
な
内
訳

植栽管理委託料 2,420 2,420 4,500

事　業　費（千円）Ａ 2,420 2,568 4,768 五月山の草刈面積 13,200㎡/年

事業の手段・方法
（どのように）

適切な草刈り、活動団体への支援

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 全部委託

事業内容 五月山の緑の保全と緑化のため、五月山の草刈りなどを行う。

めざす姿（目標） 五月山の緑化の推進と緑の保全を図る。また、令和元～2年度より五月山緑地への観光客の回遊性を高め、まちの活性化を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目１総合的な自然環境・景観の保全と緑化の推進

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

五月山

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 312

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 五月山・桜植栽地整備事業 財務会計上の事業名 緑化事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 5 1 6 担当部署名 みどり農政課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第５節良好な自然環境を生かしたまちづくり

項目

NO.313



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

令和元年度より森林整備等の目的に国から森林環境譲与税が市に譲与され、五月山保全の為、緑化基金に積み立てている

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

　森整備等を目的に国より森林環境譲与税が市に譲与されている為、今後は、森
林環境譲与税譲与金を財源に、里山整備の為に積み立てているが、里山保全以
外の木材利用等の使途については、基本目的から外れる為、別の基金へ積み立
てるなど市庁内で調整が必要。
　緑化基金については、引き続き緑化推進と五月山の保全の為の様々な事業に
充当していく。
　持続可能な緑豊かな住環境づくりに寄与する。

市内の緑化推進と、五月山の保全などの財源になって
いる。

99.5%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 72.5%

うち受益者負担 Ｂ

8,606

積み立てた基金を適切に管理し、五月山の緑の保全とまちの緑化を推進する。

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

　2件/年 1件/年

3,257 3,663 53

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

市内の緑化推進と、五月山の保全に一定の成果が得ら
れている。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

9,346 9,808

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

71.8%

主
な
内
訳

緑化基金 11,863 13,009 9,861

事　業　費（千円）Ａ 11,863 13,009 9,861 緑化基金充当した事業数 1件/年

事業の手段・方法
（どのように）

募金利息と、みんなでつくるまちの寄附金（緑化寄附）

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 緑化基金の積立を行う。

めざす姿（目標） 積み立てた基金を適切に管理し、五月山の緑の保全とまちの緑化を推進する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目１総合的な自然環境・景観の保全と緑化の推進

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市内の緑化施設、五月山

その他 （寄附金等）

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 313

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 緑化基金積立事業 財務会計上の事業名 緑化基金積立事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 5 1 7 担当部署名 みどり農政課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第５節良好な自然環境を生かしたまちづくり

項目

NO.314



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

大雨などの都市型災害に対する雨水流出の抑制、また街路樹の緑陰など公共公益施設の緑化やミスト付き緑化など、夏季における暑熱対策による気温低減など
都市型災害の改善が求められている。
防災、環境、地域振興など、様々な地域の課題を解決する必要がある。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

令和３年度にグリーンインフラ推進計画を策定することで、五月山緑地を含む緑
化重点地区において、公園緑地の整備や公共公益施設の緑化、雨水貯留・浸透施
設等の整備など、グリーンインフラを整備することで、官民連携や分野横断した
地域の課題を、自然環境の多様な機能を活用しながら解決していく為の計画を
策定し、具体的には五月山動物園のリニューアルや満寿美公園の利活用、池田駅
前の広場再整備などの事業を進める必要がある。

今年度計画策定し、五月山緑地を含む池田駅周辺の公
園緑地や公共公益施設などをグリーンインフラの対象
施設として、計画的に事業を推進する。
計画段階から整備後の検証まで、一貫して国の交付金
を受けられ、財政面からも有効な事業。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 53.5%

うち受益者負担 Ｂ

7,464

グリーンインフラ推進事業は、計画段階から整備・検証まで、国の交付金を受け
られ、市の財政が厳しいことからも、今後の事業を進める上で不可欠な事業で
ある。
　R３年度　　計画策定
　R4年度　　グリーンインフラ推進拠点デザイン検討業務
　R5年度  　さくらプロムナードの整備
　R６年度～グリーンインフラ拠点施設の整備

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

0件/年 １件/年

国・府支出金 6,500

A.有効的である（改善の余地がない）

国の補助金事業として採択され、計画策定委託として
業務に着手した。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

5,753

成果の達成状況 A.順調に推移している

拡充

池田市緑の基本計画

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

100.0%

主
な
内
訳

委託料 13,964 5,753

事　業　費（千円）Ａ 13,964 5,753 ー 整備の件数 0件/年

事業の手段・方法
（どのように）

池田市グリーンインフラ推進計画を策定し、計画的に事業を実施する。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 全部委託

事業内容 池田市グリーンインフラ推進計画を策定する。

めざす姿（目標）
自然環境が有する多様な機能を活用し、緑や水を活かした都市空間の形成を図るグリーンインフラの整備を行い、都市型水害対策や都
市の快適性向上を推進する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目１総合的な自然環境・景観の保全と緑化の推進

　

3 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

五月山緑地を含む池田駅周辺を緑化重点地区（五月山緑地・池田駅前公園・満寿美公園など）と定め、グリーンインフラを整備する。

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 314

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 グリーンインフラ推進計画策定事業 財務会計上の事業名 グリーンインフラ推進計画策定事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 5 1 8 担当部署名 みどり農政課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第５節良好な自然環境を生かしたまちづくり

項目

NO.315



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

・都市公園は都市公園法に基づいて、「みだりに廃止してはならない」とされている。ただし、借地公園については所有者の意向で廃止は可能。
・借地公園は地域のニーズも強い為、折り合いがつかないのが現状。
・少子高齢化、人口減少が進む中、公園１人当たり面積（１０㎡/人以上）も相対的に増加する。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

１人当たり面積（１０㎡/人以上）を確保しつつ、誘致圏域内に同等の公園がある場
合、地域ニーズで公園を存続させる為に、借地公園が必要かどうかが今後の課
題である。

適切な公園の維持管理の確保ができている。

96.1%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 96.9%

うち受益者負担 Ｂ

67,941

池田市の人口規模にあった公園数を見据えながら、安全で安心して利用できる
公園として、適切な維持管理に努めることは公園管理者の責務である。今後は
地域住民のニーズを反映し、借地公園以外でも、統廃合も視野に入れた本市の
管理する公園全体の再配置、また利用頻度が少ない公園などの売却に伴う財源
確保など、質の向上を検討していく。

植栽管理委託料 10,997

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

８公園 ８公園

2,147 2,213 2,612

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

適切に維持管理ができている為

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

68,050 63,607

成果の達成状況 A.順調に推移している

拡充

令和

11,023 13,024

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

96.9%

主
な
内
訳

土地借上料 18,973 18,976 19,001

事　業　費（千円）Ａ 70,088 70,263 66,219 有償借地公園数 9公園

修繕料 22,393 26,800 24,404

事業の手段・方法
（どのように）

必要な土地を借地し、市民に対しての公園の提供及び維持管理

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 全部委託

事業内容 都市公園を適切に維持管理するとともに、公園台帳の作成を行う。

めざす姿（目標） 適切な維持管理を行うことで、安心して利用できる公園づくりを推進する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目２都市計画公園の整備

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

都市公園

その他 ( 証紙収入 )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 315

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 公園維持管理事業 財務会計上の事業名 公園維持管理事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 5 2 1 担当部署名 みどり農政課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第５節良好な自然環境を生かしたまちづくり

項目

NO.316



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

公園施設の老朽化により、全国的に事故が多発している。平成２９年６月に都市公園法の一部が改正され、公園施設の点検の実施、それに伴う点検結果や修繕履
歴の記録が義務化され、公園管理の一層の強化が求められている。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

今後も遊具の長寿命化を図り、市民が安心して利用できる都市公園の補修・改修
を進めていく必要がある。
併せて、利用ニーズにあった公園の統合整備や、今後の維持管理費用の縮減に向
けた公園の廃止など、再編を見据えた検討が必要。

適切に工事を実施している。

100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

40,887

点検を実施し、損傷の推移を適切に管理し、事故を未然に防ぐ管理手法である
予防保全型を導入し、効果的な整備工事を実施する必要がある。

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

4件/年 14件/年

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

適切に工事を実施している。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

39,765 50,000

成果の達成状況 A.順調に推移している

拡充

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

100.0%

主
な
内
訳

請負費 40,887 39,765 50,000

事　業　費（千円）Ａ 40,887 39,765 50,000 補修件数 5件/年

事業の手段・方法
（どのように）

開設公園の再整備工事及び大規模改修

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 公園灯やフェンスなど、老朽化した開設公園施設の改修工事を行う。

めざす姿（目標） 都市公園の補修・改修を進めることで、遊具の長寿命化を図り、安全な公園づくりを推進する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目２都市計画公園の整備

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

開設公園

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 316

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 開設公園改修工事事業 財務会計上の事業名 開設公園改修工事事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 5 2 3 担当部署名 みどり農政課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第５節良好な自然環境を生かしたまちづくり

項目

NO.317



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

①公園利用者の多種多様なニーズが公園に求められる。
②本市は小規模の公園が多く、全ての地域住民のニーズを反映することは限界がある。
③少子高齢化、人口減少により、住民１人当たりの公園面積（１人当たり１０㎡/人以上）も相対的に増えている。
④昭和３０年～４０年に設置された公園が多く、老朽化が進んでいる。
⑤全国的には地域のニーズなど状況を踏まえて、面的なインフラ整備計画の中で統廃合や集約など、再編による見直しが求められている。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

今後は遊具の長寿命化計画の見直しを図り、より市民が安心して利用できる都
市公園の補修・改修を進めていく必要がある。
あわせて、今後の維持管理費用の増大が見込まれる中、本当に必要な公園施設
を検討し、再編成も必要である。その中で必要な公園について適切に更新してい
く必要がある。
地域ごとに様々な意見があり、総論賛成・各論反対になりやすく、それらの地域
住民の意見などについて合意形成を図る必要がある。

人口規模、職員数に沿った管理が行えるよう、利用を
少ない公園などの統廃合を検討していく必要がある。

18.6%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

B.改善の余地がある

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

7,590

老朽化した遊具は旧基準で設置されているが、現行基準では安全領域上、同等
規模の遊具設置は不可となる場合が多く、地元説明に苦慮している。
地元住民のニーズにあわせながら、一方では限りある資源を有効に活用し、住
民の合意形成を図る為に、日頃から地域住民とのつながりを保ち、信頼関係を
築きながら住民とともに公園行政を進める。

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

0件/年 ０件/年

国・府支出金 15,000

B.改善の余地がある

不定期ではあるが、必要に応じて適切に工事を実施し
ている。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

6,500

成果の達成状況 A.順調に推移している

13,500

拡充

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

主
な
内
訳

請負費 7,590 ー 35,000

事　業　費（千円）Ａ 7,590 ー 35,000 工事の件数 6件/年

事業の手段・方法
（どのように）

公園施設の老朽化に伴い、計画的なリニューアル工事

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 都市公園施設のリニューアルだけでなく、防災機能の向上及びバリアフリー化を計画的に行う。

めざす姿（目標）
防災面やバリアフリーを兼ね備えた、地域の多様なニーズに対応する公園整備を行うことで、地域住民に親しまれる公園づくりを推進
する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目２都市計画公園の整備

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

開設公園

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 317

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 開設公園再整備事業 財務会計上の事業名 開設公園再整備事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 5 2 4 担当部署名 みどり農政課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第５節良好な自然環境を生かしたまちづくり

項目

NO.318



年度

その他
( 公園使用料

)

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 318

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 五月山緑地施設管理運営事業 財務会計上の事業名 五月山緑地施設管理運営事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 5 2 8 担当部署名 みどり農政課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第５節良好な自然環境を生かしたまちづくり

項目

R4年度 R5年度

項目２都市計画公園の整備

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

五月山緑地

事業の手段・方法
（どのように）

五月山緑地の効率的な運営

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 全部委託

事業内容 五月山緑地施設の適切な管理運営を行う。

めざす姿（目標） 指定管理者制度により、アウトソーシングをすることで、より効率的な事業運営を行う。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

64.9%

65,635 64,570

主
な
内
訳

指定管理料 187,179 187,179 187,179

事　業　費（千円）Ａ 187,179 187,179 187,179 動物園来場者数 564,721人/年

成果の達成状況 B.順調に推移していない

現状維持

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）
実績

（R4年度）
目標値

（R４年度）

319,169人/年 570,000人/年

65,225 65,635 64,570

国・府支出金

B.改善の余地がある

新型コロナウィルス感染症拡大の影響により来場者が
当初目標未達のため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

121,544 122,609

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

・令和２年４月に向けて、補助金制度を見直し、全ての公園施設を指定管理者制度の導入に向けて進めている。
・平成２９年６月の都市公園法の改正に伴い、民間活力を導入し、令和２年度よりパークマネジメントによる公園の利活用など、新しい公園行政が求められている。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

今後も遊具の長寿命化を図り、市民が安心して利用できる都市公園の補修・改修
を進めていく必要がある。あわせて、今後の維持管理費用の増大が見込まれる
中、本当に必要な公園施設を検討し、再編成も必要である。
公園の魅力を高め、市民サービスのさらなる向上と公園施設のコスト削減を目指
す。

バリアフリー未対応かつ老朽化の進む動物園をはじ
め、各公園施設の改修が必要であるため。

65.5%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ 34.8% 35.1% 34.5%

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

B.改善の余地がある

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 65.2%

うち受益者負担 Ｂ 65,225

121,954

計画的な点検を実施し、損傷の推移を適切に管理し、事故を未然に防ぐ管理手
法である予防保全型を導入し、効果的な整備工事を実施する必要がある。
指定管理制度や都市公園法の設置許可など、制度設計を見直した五月山パーク
マネジメント方針に沿って、公園管理運営ができる民間事業者とパートナーシッ
プを持って魅力ある公園行政を進める。

NO.319



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 319

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 五月山緑地整備事業 財務会計上の事業名 五月山緑地整備事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 5 2 9 担当部署名 みどり農政課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第５節良好な自然環境を生かしたまちづくり

項目

R4年度 R5年度

項目２都市計画公園の整備

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

五月山緑地

事業の手段・方法
（どのように）

五月山緑地内の施設の整備

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容 五月山マネジメント方針に沿って、民間活力を導入し、五月山緑地整備事業を展開する。

めざす姿（目標） 五月山マネジメント方針に沿って、魅力ある五月山緑地の整備を進める。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

45.9%

7

主
な
内
訳

委託料 0 31,676 5,900
飲料水型耐震性貯水槽の設
置

－

事　業　費（千円）Ａ 55,770 45,636 145,900 駐車場台数 174,333台/年

完了 完了

補償金 0 0 0

成果の達成状況 A.順調に推移している

54,000

拡充

令和

13,960 140,000 防災倉庫の設置 － 完了 完了

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

請負費 55,770

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

146,659台/年 178,500台/年

国・府支出金 13,000 60,000

A.有効的である（改善の余地がない）

五月山緑地の整備は、池田市の観光面、防災面及び景
観性の向上に大きく寄与している。

地方債 11,700
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

20,936 31,900

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

近年のゲリラ豪雨や台風による五月山緑地の法面崩壊や、遊具等の公園施設の経年劣化。また、春の五月山を代表する桜（ソメイヨシノ）の多くが老木となってき
ている。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

早急に危険度の高い法面の把握、まだまだ経年劣化の目立つ公園施設の更新。

令和２年度より指定管理制度の見直しにより、五月山
緑地パークマネジメント共同企業体が指定管理者とな
り、民間企業のマネジメントによる取り組みをコロナ禍
の中、行っていた。21.9%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ 0.0%

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

55,770

五月山緑地の法面崩壊を未然に防ぐため、令和５年度に実施する法面点検結果
をもとに、必要な対策を講じていく。

NO.320



年度

その他 (　管理料　)

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 320

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 霊園管理運営事業 財務会計上の事業名 霊園管理運営事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 5 2 12 担当部署名 総合窓口課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第５節良好な自然環境を生かしたまちづくり

項目

R4年度 R5年度

項目２都市計画公園の整備

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

墓地使用権者及び墓参者

事業の手段・方法
（どのように）

指定管理者による維持管理業務

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 全部委託

事業内容 五月山霊園の適切な維持管理を行う。

めざす姿（目標） 指定管理者制度を導入することで、質の高いサービスの提供をめざす。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

98.1%

218 17,759

主
な
内
訳

指定管理料 10,225 11,100 11,100

事　業　費（千円）Ａ 17,131 11,579 19,759 利用者数 3,000人/年

成果の達成状況 C.判断できない

現状維持

五月山霊園使用条例

令和

479 6,000

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

修繕料 6,874

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

2,207人/年 3,200人/年

14,889 218 17,759

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

実績数は墓参バスの乗車人数であり、自家用車でお墓
参りをしている人数は不明である。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

11,361 2,000

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

近年、墓地の承継者不足により、永代供養に変更される方が増加しており、保有している墓地の返還数が増加している。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

お盆・お彼岸の墓参バスでの乗車数は把握できるが、自家用車等での墓参者の
人数については把握できない。

墓参される方はほぼ決まっており、利用数は横ばいで
ある。

10.1%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ 86.9% 1.9% 89.9%

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 13.1%

うち受益者負担 Ｂ 14,889

2,242

本事業を取り巻く状況を確認しながら、指定管理者と協議等を進めて行く。

NO.321



年度

その他
( 公園使用料

)

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 321

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 池田城跡公園管理運営事業 財務会計上の事業名 池田城跡公園管理運営事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 5 2 13 担当部署名 みどり農政課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第５節良好な自然環境を生かしたまちづくり

項目

R4年度 R5年度

項目２都市計画公園の整備

　

2 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

池田城跡公園

事業の手段・方法
（どのように）

池田城跡公園の効率的な運営

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 全部委託

事業内容 池田城跡公園の適切な管理運営を行う。

めざす姿（目標） 指定管理者制度により、アウトソーシングを行い、効率的な管理運営を行う。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

99.7%

117 36

主
な
内
訳

指定管理料 35,236 34,489 34,478

事　業　費（千円）Ａ 35,236 34,489 34,478 池田城跡公園利用者数 150,938人/年

成果の達成状況 A.順調に推移している

拡充

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）
実績

（R4年度）
目標値

（R４年度）

176,774人/年 160,000人/年

41 117 36

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

新型コロナ感染拡大による影響を一定受けたものの、
休園には至らず目標を達成することができたため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

34,372 34,442

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

・平成１１年度に整備された展望休憩舎や漆喰塀、門など木造の建築物があり、老朽化が進んでいる。（耐用年数　一般的に木造７～１０年）
・平成２９年６月に都市公園法が改正され、民間活力の導入による公園の利活用が求められる。
・令和２年４月から指定管理者が阪神園芸（株）となり、自主事業やSNSでの情報発信など、利用者満足度の向上に努めている。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

・平成１１年度に整備された木造の建築物は老朽化が進んでおり、耐震補強は必
要ないものの、損傷している箇所の補修などが必要となっている。

積極的に自主事業に取り組み、定期的に開催している
イベントが定着するとともに、季節の花々の開花に併
せて来園者が増えるなど、利用者の満足度向上に繋
がっている。99.9%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ 0.1% 0.3% 0.1%

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 99.9%

うち受益者負担 Ｂ 41

35,195

点検を実施し、損傷の推移を適切に管理し事故を未然に防ぐ管理手法である予
防保全型を導入し、効果的な管理運営を実施する必要がある。
令和２年４月から民間活力を導入して、公園の魅力を高めコストを削減、市民
サービスのさらなる向上を目指す。
また、施設を維持していく為には、施設の更新が必要。

NO.322



年度

その他 (公園使用料 )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 322

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 スポーツ施設等管理運営事業 財務会計上の事業名 スポーツ施設等管理運営事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 5 2 14 担当部署名 社会教育課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第５節良好な自然環境を生かしたまちづくり

項目

R4年度 R5年度

項目２都市計画公園の整備

　

2 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

猪名川運動公園、テニスコート、五月山体育館、空港緑地グラウンドなど

事業の手段・方法
（どのように）

猪名川運動公園、テニスコート、五月山体育館、空港緑地グラウンドなどの効率的な運営を行う。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 全部委託

事業内容 猪名川運動公園、テニスコート、五月山体育館、空港緑地グラウンドなどの適切な管理運営を行う。

めざす姿（目標） 指定管理者制度により、アウトソーシングを行い、効率的な管理運営を行う。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

66.3%

115,094 160,339

主
な
内
訳

指定管理料 282,209 269,084 269,084 猪名川運動公園利用者数 117,678人/年

事　業　費（千円）Ａ 282,209 342,005 342,005 体育館利用者数 297,897人/年

119,248人/年 120,000人/年

成果の達成状況 B.順調に推移していない

拡充

令和

72,921 72,921 猪名川緑地駐車場利用台数 57,775台/年 61,270台/年 58,000台/年

夫婦池テニスコート利用者数 64,218人/年 63,916人/年 66,000人/年

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

省エネルギーサービ
ス委託料

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

199,248人/年 301,000人/年

78,894 115,094 160,339

国・府支出金

B.改善の余地がある

令和３年度と比較し、利用者数は増加しているものの、
新型コロナウイルス感染症の影響により、目標値に達
していないため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

226,911 181,666

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

公園内の運動施設としては、五月山体育館や猪名川運動場、さらに夫婦池公園テニスコート、空港緑地グラウンドなどを令和２年４月よりスポーツ施設として指定
管理を一つにまとめた事で、利用者の利便性の向上につながっているものの、管理面においては施設が老朽化してきている。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

・新型コロナウイルス感染症5類移行後の利用促進について、指定管理者と協同
のもと検討が必要。
・老朽化対策の為の計画と財源が必要。

令和５年度の機構改革に伴い、総合スポーツセンター
を含めたスポーツ施設の日常管理が一元化されること
を踏まえ、効率的な運営を行えると考えるため。

53.1%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ 28.0% 33.7% 46.9%

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

B.改善の余地がある

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 72.0%

うち受益者負担 Ｂ 78,894

203,315

スポーツ施設の管理を一元化したことにより、次期指定管理の選定においても、
効率的な運営が行えるよう、公募内容の検討が必要。
また、施設を維持していく為には、施設の更新が必要。

NO.323



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

・公園に対する地域住民のニーズが多種多様化してきている。
・市民から苦情や要望が年々増加しており、それに伴い本当に困っている公園利用者の声に、十分に対応することが難しくなっている。
・公園行政に従事する職員不足、それに伴う行政サービスの低下。
但し、行政職員が少ない状況のなかで、指定管理者による公園の日常管理はできている。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

令和２年４月から全ての公園施設を指定管理施設とすることで、市民からの苦情
や要望対応や公園遊具などの補修・点検などの維持管理にわたり、適正に指定管
理されているかを指導・監督する必要があり、公園行政に従事する職員もスキル
アップが求められる。

指定管理制度自体は公園の日常管理など行政職員が
少ないことを考えると有効な手段であるが、指定管理
者及び公園管理に携わる行政職員の人的不足、知識不
足、財政難による管理運営の為のコスト不足など改善
すべき余地がある。

98.8%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ 0.6%

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

B.改善の余地がある

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 99.4%

うち受益者負担 Ｂ 867

142,013

遊具などの点検を実施し、損傷の推移を適切に管理し事故を未然に防ぐ管理手
法である予防保全型を導入し、効果的な整備工事を実施する。また、全ての都市
公園施設において、指定管理施設として追加することで、民間のノウハウをフル
に活用し、多様化する市民ニーズに対して効率よく対応し、市民サービスの向上
を図るとともに、公園毎の利活用も検討していく。
「選択と集中」で、必要な公園に知識・ノウハウのある人とコストをつぎ込んで、
公園のマネジメントとメンテナンスが必要。

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

543件/年 300件/年

867 466 1,676

国・府支出金

B.改善の余地がある

苦情件数は減少しており、事業は順調に推移している。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

142,414 141,204

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

99.7%

主
な
内
訳

指定管理料 142,880 142,880 142,880

事　業　費（千円）Ａ 142,880 142,880 142,880 苦情件数 518件/年

事業の手段・方法
（どのように）

都市計画公園等の効率的な運営

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 全部委託

事業内容 市内都市公園の適切な管理運営を行う。

めざす姿（目標） 指定管理者制度により、アウトソーシングを行い、効率的な管理運営を行う。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目２都市計画公園の整備

　

2 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

都市計画公園等

その他 (公園使用料)

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 323

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 都市計画公園等管理運営事業 財務会計上の事業名 都市計画公園等管理運営事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 5 2 15 担当部署名 みどり農政課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第５節良好な自然環境を生かしたまちづくり

項目

NO.324



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 324

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 五月山体育館改修事業 財務会計上の事業名 五月山体育館改修事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 5 2 17 担当部署名 社会教育課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第５節良好な自然環境を生かしたまちづくり

項目

R4年度 R5年度

項目２都市計画公園の整備

　

2 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

五月山体育館

事業の手段・方法
（どのように）

五月山体育館の設備について効果的な更新を図る。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容
五月山体育館の設備更新について、民間活力導入し、効果的な設備更新を図る。また、緊急性の高い屋根の防水改修などについて、長
寿命化計画に沿って効率的かつ効果的に事業を実施する。

めざす姿（目標）
空調などの熱源の省エネルギー化を促進し、民間活力を導入した効率的な設備の更新を図るとともに、五月山体育館（全体）の長寿命
化計画に基づき、適切な更新作業を行いながら長寿命化を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

100.0%

主
な
内
訳

委託料 4,730 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事　業　費（千円）Ａ 112,530 55,385 0 工事の件数 0件/年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

成果の達成状況 A.順調に推移している

拡充

令和

55,385

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

請負費 107,800

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

1件/年 1件/年

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

適切に計画を実施している。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

55,385 0

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

・五月山体育館は、平成９年の「なみはや国体」に向けて建設され、竣工後２３年経過しており施設が老朽化している。
・令和２年度に民間活力を導入、施設更新により省エネ化を図ることで光熱水費を削減し、その費用を更新費用に一部当てて、１５年間分割して償還する「ESCO
事業」が最も有効であると判断し、令和２年度に事業者を選定・決定し、令和３年度に設備更新を実施。令和４年度以降は、設備更新以外の施設更新が必要となる。

課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

・財政難の中、体育館を運営していく為には、必要最小限の設備の更新が急務で
ある。
・いかに設備更新や補修などのコスト削減を図りながら、五月山体育館を運営管
理していけるかが課題である。

五月山体育館を今後更に計画的管理へシフトしていく
為には、予防保全型の維持管理は必要である為、本事
業は有効かつ効率的である。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

112,530

点検を実施し、損傷の推移を適切に管理し事故の発生を未然に防ぐ管理手法で
ある予防保全型を導入し、効果的な整備工事を実施する必要がある。民間活力
を導入し、省エネ化により削減された光熱水費を償還する「ESCO事業」により
民間の資金で設備更新を進めつつ、「ESCO事業」の対象とならなかった老朽化
した設備においても、機能更新を進めていく必要がある。

NO.325



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 325

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 浄水施設更新事業 財務会計上の事業名 ―

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 6 1 1 担当部署名 浄水課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第６節上水道事業の充実

項目

R4年度 R5年度

項目１施設更新事業の推進

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

古江浄水場及び各配水池

事業の手段・方法
（どのように）

老朽化した施設の更新、基幹施設の耐震化

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 老朽化した施設の更新を順次行うとともに、基幹施設の耐震化を実施する。

めざす姿（目標） 計画的に施設の更新及び耐震化を進め、安全・安心な水道水を安定的に供給する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

25.0%

主
な
内
訳

施設更新工事 59,890 141,282 208,818 整備計画更新件数 6件

事　業　費（千円）Ａ 59,890 141,282 208,818 配水池耐震化率 69%

10件 10件

成果の達成状況 A.順調に推移している

156,600

現状維持

池田市上水道施設整備計画

令和

0 0

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

耐震補強工事 0

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

100% 100%

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

一部先送りした事業があるが、順調に施工できてい
る。

地方債 7,300 105,900
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

35,382 52,218

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

　老朽化の更新については次期計画を策定しているため、広域化の推進などの周辺環境を考慮しつつ実施していく。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

　今後も老朽化の更新については続いていくが、給水停止など施設に影響が及
ぶことがないように実施する。

耐震化は目標とする１００％が達成できている。また施
設の更新工事についても次期整備計画を立てたこと
から順調に施工できるものと考える。

25.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 87.8%

うち受益者負担 Ｂ

52,590

耐震補強工事については一定の目途がついたものの、施設更新事業について
は、引き続き実施していく必要がある。

NO.326



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

・材料費、労務費等の上昇による事業費の増。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

・交付金等の財源の確保。
・毎年、工事を平準化して更新を行うための人員確保。

全ての老朽管を更新することが目標であるが、重要施
設への供給ルートを優先して耐震化更新することによ
り災害時の被害を最小限に抑えることができる。

23.8%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

B.改善の余地がある

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 24.3%

うち受益者負担 Ｂ

97,986

事業は順調に推移している。今後、補助金を活用し基幹管路の更新を優先的に
行い、全体的にスピードアップを図るため、事業の拡充が必要と考える。

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

19ｋｍ 16km

11,633 16,200

国・府支出金 12,000 5,000 15,000

A.有効的である（改善の余地がない）

目標の3～4km/年の更新を達成している。

地方債 293,800 365,500
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

175,554 155,200

成果の達成状況 A.順調に推移している

465,400

拡充

池田市上水道施設整備計画

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

31.5%

主
な
内
訳

工事費 403,786 557,687 651,800

事　業　費（千円）Ａ 403,786 557,687 651,800 老朽配水管残存延長 32km

事業の手段・方法
（どのように）

老朽化した配水管を耐震管に布設替する。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 全部委託

事業内容 老朽化した配水管を耐震管へ計画的に更新する。

めざす姿（目標） 計画的に配水管の更新及び耐震化を進め、有収率の向上を図るとともに、安全・安心な水道水を安定的に供給する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目１施設更新事業の推進

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

老朽化した配水管（耐用年数４０年以上経過管）

その他
(   工事負担金

)

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 326

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 配水施設更新事業 財務会計上の事業名

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 6 1 2 担当部署名 水道工務課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第６節上水道事業の充実

項目

NO.327



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

水質汚染事故発生時、断水を防ぐためには水道水の安全性判断を速やかに行う必要性がある。そのためには検査担当者の育成と検査機器の更新を計画的に実施
していくことが重要であると考える。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

検査担当者の複数化は完了したが各検査項目に対する経験年数が浅いため、技
術力の向上が必要である。また、浄水場と下水処理場の担当者間で応援体制の
構築が必要である。

自己水の比率が高いため、水質検査体制の強化と検査
結果の信頼性確保の継続は必要である。効率性につい
ては、検査担当者の複数化が完了し、柔軟な検査体制
の構築ができているため。100.0%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0%

うち受益者負担 Ｂ

19,545

《上記方向性の理由・今後のスケジュール等》
成果の達成状況は順調に推移している。今後も、水道GLPの継続と検査担当者
の教育訓練を進め、水道水の安全性確保に努めていく。

固定資産購入費 19,063

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

100% 100%

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

水道GLPの維持は適切に行え、自己検査項目の拡充
も行えているため。
R5年度から48項目の自己検査を実施。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

659 1,511

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

597 1,146

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

100.0%

主
な
内
訳

手数料 482 62 365 自己検査項目の拡大 46項目

事　業　費（千円）Ａ 19,545 659 1,511 水道GLPの維持 100%

47項目 48項目

事業の手段・方法
（どのように）

検査担当者の複数化及び水道GLPの維持を行う。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容 水源から蛇口までの水質検査体制を強化する。

めざす姿（目標） 水質検査体制を強化し、水道水質の変化に早急に対応する。また、水道GLPを維持し、水質検査の信頼性を確保する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目２安全で安定した水の供給

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

水道水の水質検査

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 327

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 水質検査体制強化事業 財務会計上の事業名 ―

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 6 2 1 担当部署名 水質管理課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第６節上水道事業の充実

項目

NO.328



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

高度経済成長期の急激な人口増加に伴い整備された資産が、一斉に更新時期を迎えていくなか、節水型機器の普及、社会情勢の変動、人口減少等により水需要
が減少傾向となっており、費用の増加・収益の減少が課題。中長期的な視点で、将来を見据えた効率的な事業運営を行っていくため、平成２９年度に策定した上下
水道事業経営戦略（平成３０年度～令和９年度）により投資と財源のバランスを図り、経営基盤の強化を行っているところ。令和４年度は経営審議会を開催し、料
金改定を含めた経営戦略の定期的な見直しを行った。
令和４年度の経営状況は、令和２年度からの大阪国際空港の地下水利用開始に加え、工場の稼働状況の変更等による大口使用者の使用水量の減少や、前年度に
引き続く新型コロナウイルス感染症対策に係る水道料金等減免事業により給水収益が減少（減免事業については、全額一般会計からの繰入有（地方創生臨時交付
金））、また、燃料単価の上昇による動力費の増加等により費用が増加したことで、単年度損益が悪化したものの、当年度純利益を計上。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

上下水道事業経営戦略において、水道施設の耐震、更新需要の増といった課題
に対し、アセットマネジメントの手法を用いて更新需要の平準化及び延命化を図
るとともに、その財源となる資金のマネジメント、人材のマネジメントを行い、健
全経営、適切な組織体制の構築に努める。同時に広域化の検討、ダウンサイジン
グの検討を継続していく。

経営健全化検討会議の開催により、収益の確保・費用
の削減等を検討し、中長期的な経営の健全化を図って
おり、令和４年度の経営審議会において、経営戦略の
定期的な見直しについて客観的な検証が行われてい
るため。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

黒字経営ではあるが、今後、更新事業の増加、人口減少や大口使用者の使用水
量の減少等厳しい状況が予想されるので、上下水道事業経営戦略に基づいて事
業を遂行し、今後も効率的な事業経営を継続していく。

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

16,983,663
円

119,000,000
円

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

黒字幅は減少したものの、前年度に引き続き黒字を確
保したため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

池田市上下水道事業経営戦略

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

主
な
内
訳

事　業　費（千円）Ａ ー ー ー 当年度純利益
228,866,000

円

事業の手段・方法
（どのように）

経営の健全化を実施する。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容
上下水道事業経営健全化検討会議などの開催及び上下水道事業経営戦略の進捗管理を行い、水道事業の経営の効率化、財政基盤の
強化を図る。

めざす姿（目標） 水需要の減少、水道施設の更新費用が増加する中、黒字経営を継続する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目３持続的な健全経営の推進

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

水道事業

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 328

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 水道事業経営健全化事業 財務会計上の事業名 ー

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 6 3 1 担当部署名 経営企画課(上下水道部)

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第６節上水道事業の充実

項目

NO.329



年度

その他
(受益者負担
金・分担金 )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 329

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 汚水整備事業 財務会計上の事業名 ー

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 7 1 1 担当部署名 下水道工務課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第７節下水道事業の充実

項目

R4年度 R5年度

項目１汚水整備の推進

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

重要な幹線管渠（下水処理場に直結、国道・緊急輸送路横断部等、主要防災施設に接続される管渠）

事業の手段・方法
（どのように）

管渠の改築・更新

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容 老朽化する汚水管の改築・更新を行うとともに、重要な幹線の耐震化を行う。

めざす姿（目標） 汚水管の改築・更新、耐震化を進め、災害に強い下水道を構築する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

2.5%

523 58

主
な
内
訳

委託料 17,296 40,699 25,000 管路耐震化率 1.53%

事　業　費（千円）Ａ 270,522 374,083 769,700 管渠の改善率 0.17%

5.40% 7.78%

補償費 0 0 20,700

成果の達成状況 B.順調に推移していない

479,700

現状維持

令和

333,384 724,000

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

工事請負費 253,226

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

1.49% 1.57%

80 523 58

国・府支出金 94,735 153,935 278,400

A.有効的である（改善の余地がない）

老朽化対策及び耐震化対策は、各計画に基づき、調
査・設計、工事と計画性をもって進めているが、昨今、
社会資本整備総合交付金の内示率が低く、計画通りの
進捗が困難となっているため。地方債 160,400 210,400

上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

9,225 11,542

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

本市の管渠については、下水処理場をはじめ1970年代までに整備されていることから、劣化による本来の耐震性能が保持しておらず、今後起こりうる地震に耐
えうる管渠とするため、下水処理場に直結している管渠、緊急輸送路下に埋設されている管渠や主要な防災施設に接続されているような管渠を優先的に整備す
ることが求められている。また、管渠の長寿命化対策として、管渠のリスク評価を行い更新していくことが求められている。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

本市の汚水整備延長は２４１ｋｍであり、すべての管路を耐震化、長寿命化を行う
ことは年数とコストが必要ではあるが、ストックマネジメント計画及び下水道総合
地震対策計画により実施していくものの、国庫補助金・交付金の内示額が例年通
り確保できるものではないことから、今後事業費に応じた事業量での実施が予
想される。

耐用年数が50年以上経過する管渠が、今後も増大す
ることからストックマネジメント及び地震対策計画に基
づき、引き続き推進することにしているため。

1.5%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ 0.0% 0.1% 0.0%

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 5.7%

うち受益者負担 Ｂ 80

15,307

・ストックマネジメント計画及び下水道総合地震対策計画に基づき令和2年度か
ら5か年で実施していくこととしているため現状維持とする。

NO.330



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

本市の雨水整備事業については、平成6年9月に過去最大の浸水被害を経験し、以後、浸水被害軽減のため、時間雨量約50㎜（10年確率降雨）への対策を進めて
きたところである。しかしながら、我が国の気候変動により梅雨前線、台風、ゲリラ豪雨などの想像以上の降雨による被害が頻繁に発生してきていることから、引
き続き計画的な浸水被害の軽減対策が必須となっている。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

平成26年度に発生した豪雨（時間雨量115㎜）により被害を受け、浸水シュミ
レーションを実施し、結果をもとに浸水被害軽減事業計画に策定し床上浸水を解
消するために事業実施しているところ。事業費においては令和元年度より下水道
浸水被害軽減総合事業の個別補助事業を活用しているところであるが、個々の
事業費が大きいことから今後の予算の確保が課題となってくると思われる。

近年の気候変動により、これまでの大雨と違った降雨
をもたらしていることを踏まえ、引き続き雨水対策を
行う必要があり、令和元年から4か年で都市機能が集
積するエリアでの浸水被害軽減のため計画的に実施し
ているため

0.4%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 0.9%

うち受益者負担 Ｂ

12,028

・浸水被害軽減事業計画に基づき実施し、社会資本総合交付金及び国の下水道
浸水被害軽減総合事業（個別補助）を活用し引き続き実施していくこととしてい
るため。

工事請負費 1,345,399

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

40.06% 40.75%

国・府支出金 647,805 697,824 422,500

A.有効的である（改善の余地がない）

計画面積に対する社会資本総合交付金のほかに、個別
補助金の活用が可能となったため継続的に実施がで
きる。

地方債 708,500 768,100
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

7,484 3,500

成果の達成状況 A.順調に推移している

518,000

現状維持

令和

1,441,328 919,000

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

0.5%

主
な
内
訳

委託料 16,148 1,705 6,500 浸水箇所数（床上） 0戸

事　業　費（千円）Ａ 1,368,333 1,473,408 944,000 雨水排水整備率 39.93%

0戸 0戸

補償費 6,786 30,375 18,500

事業の手段・方法
（どのように）

雨水管の整備及び貯留施設の整備

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容 雨水整備を推進するとともに、分流化を進める。

めざす姿（目標） 雨水管の整備と分流化を進め、集中豪雨などによる浸水被害を軽減する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目２雨水整備の推進

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

過去の浸水被害エリア及び浸水シュミレーション結果による災害区域

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 330

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 雨水整備事業 財務会計上の事業名 ー

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 7 2 1 担当部署名 下水道工務課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第７節下水道事業の充実

項目

NO.331



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

　池田市下水処理場は、昭和４３年６月から供用を開始し５０年以上が経過しており、施設の老朽化が著しく、改築、更新に多額の費用が必要である。そこで、国土
交通省の交付金制度、下水道ストックマネジメント支援制度を活用し経費削減に努めている。耐震化についても、池田市下水道総合地震対策計画に基づいて、効
率的な更新及び耐震化を実施する必要がある。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

　現在、池田市下水道総合地震対策計画に基づいて耐震診断を実施しているが、
耐震性能を満足していない施設が多く、耐震化の設計及び工事に多額の費用を
要する見込みで、さらなる効率的な改築、更新及び耐震化工事を実施する必要
がある。

　池田市下水道ストックマネジメント計画、池田市下水
道総合地震対策計画を策定し効率的な改築、更新及び
耐震化工事が実施できている。また、国の交付金を活
用しているので更新費用が低減できている。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 7.4%

うち受益者負担 Ｂ

8,450

《上記方向性の理由・今後のスケジュール等》
　改築、更新についての達成状況は、順調に推移しており、耐震化事業について
も、耐震診断、耐震設計の結果を踏まえ、効率的な処理場施設の更新、耐震化に
取り組んでいく。下水道事業については、国の交付金を最大限に活用し事業を
進めていく。

委託料 19,800

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

15件 11件

国・府支出金 39,000 46,550 45,000

A.有効的である（改善の余地がない）

　令和４年度末までに１１件以上の更新件数について計
画通りに進捗している。

地方債 66,400 70,200
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

180 0

成果の達成状況 A.順調に推移している

63,500

現状維持

令和

9,680 41,000

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

0.2%

主
な
内
訳

工事請負費 94,050 107,250 67,500

事　業　費（千円）Ａ 113,850 116,930 108,500 更新件数 1件

事業の手段・方法
（どのように）

国の交付金を活用するため、池田市下水道ストックマネジメント計画、池田市下水道総合地震計画を策定し、その計画に基づいた事業
を実施する。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容 老朽化施設の更新及び大規模災害に備えた重要施設の耐震化を進める。

めざす姿（目標） 老朽化施設（11件）の更新及び耐震診断を実施し、災害に強い下水道を構築する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目３下水処理機能の充実と資源の有効利用

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

下水処理施設

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 331

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 下水処理場施設整備事業 財務会計上の事業名 ー

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 7 3 1 担当部署名 下水処理場

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第７節下水道事業の充実

項目

NO.332



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

高度経済成長期の急激な人口増加に伴い整備された資産が、一斉に更新時期を迎えていくなか、節水型機器の普及、社会情勢の変動、人口減少等により水需要
が減少傾向となっており、費用の増加・収益の減少が課題。中長期的な視点で、将来を見据えた効率的な事業運営を行っていくため、平成２９年度に策定した上下
水道事業経営戦略（平成３０年度～令和９年度）により投資と財源のバランスを図り、経営基盤の強化を行っているところ。令和４年度は経営審議会を開催し、下
水道使用料改定を含めた経営戦略の定期的な見直しを行った。
令和４年度の経営状況は、工場の稼働状況の変更等による大口使用者の使用水量の大幅な減少や、新型コロナウイルス感染症対策に係る水道料金等減免事業に
より下水道使用料が減少（減免事業については、全額一般会計からの繰入有（地方創生臨時交付金））、また、燃料単価の上昇による動力費の増加等により費用が
増加したことで、単年度損益が悪化し、当年度純損失を計上。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

上下水道事業経営戦略において、下水道施設の耐震、更新需要の増といった課
題に対し、アセットマネジメントの手法を用いて更新需要の平準化及び新工法の
採用による事業量の削減を図るとともに、その財源となる資金のマネジメント、
人材のマネジメントを行い、健全経営、適切な組織体制の構築に努める。同時に
広域化の検討を継続していく。

経営健全化検討会議の開催により、収益の確保・費用
の削減等を検討し、中長期的な経営の健全化を図って
おり、令和４年度の経営審議会において、経営戦略の
定期的な見直しについて客観的な検証が行われてい
るため。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

今後、更新事業の増加、人口減少や大口使用者の使用水量の減少等厳しい状況
が予想されるので、上下水道事業経営戦略に基づいて事業を遂行し、今後も効
率的な事業経営を継続していく。

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

△88,982,482円 28,000,000円

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

経常損失を計上し、赤字となったため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

成果の達成状況 B.順調に推移していない

現状維持

池田市上下水道事業経営戦略

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

主
な
内
訳

事　業　費（千円）Ａ ー ー ー 当年度純利益 64,018,000円

事業の手段・方法
（どのように）

経営の健全化を実施する。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容
上下水道事業経営健全化検討会議などの開催及び上下水道事業経営戦略の進捗管理を行い、公共下水道事業の経営の効率化、財政
基盤の強化を図る。

めざす姿（目標） 水需要の減少、下水道施設の更新費用が増加する中、黒字経営を継続する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目４事業の持続性の確保

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

公共下水道事業

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 332

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 公共下水道事業経営健全化事業 財務会計上の事業名  ー

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 7 4 1 担当部署名 経営企画課(上下水道部)

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第７節下水道事業の充実

項目

NO.333



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 333

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 消費者相談事業 財務会計上の事業名 臨時的人件費事業/旅費事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 8 1 1 担当部署名 商工振興課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第８節消費生活の充実

項目

R4年度 R5年度

項目１消費者相談の充実

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

消費者（市民）

事業の手段・方法
（どのように）

消費者相談の実施により、消費者被害を未然に防ぎ、また拡大を防止する。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 消費生活センターの相談能力向上及び消費生活センターの認知度向上を図り、複雑・多様化する相談に対処する。

めざす姿（目標） 消費者相談のあっせん件数の増加を促進し、消費者被害を未然に防ぎ、また拡大を防止する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

99.4%

主
な
内
訳

非常勤職員報酬 9,553 9,736 9,972 あっせん件数 156件/年

事　業　費（千円）Ａ 12,360 12,465 13,025 相談件数 869件/年

134件/年 180件/年

費用弁償 777 149 439

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

1,947 1,994

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

期末手当 2,030

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

935件/年 900件/年

国・府支出金 40 78 99

A.有効的である（改善の余地がない）

相談件数が目標値を超えており、消費生活センターの
認知度が向上した結果と考えられる。あっせん件数は
目標値を下回っているものの、近隣市の中でも高い斡
旋率を維持している。地方債

上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

12,387 12,926

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

成年年齢が引下げられたことにより、契約に関する経験の浅い若年者の消費者トラブルの増加が懸念されている。また、高齢化に伴い、高齢者を狙った詐欺や悪
質商法にも引き続き注意喚起が必要である。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

特になし。

消費生活コンサルタントによる専門的な相談環境の提
供ができており、消費者被害の未然防止や軽減に貢献
できているため。

99.2%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 99.7%

うち受益者負担 Ｂ

12,320

消費者被害の未然防止のため、相談業務を継続する。

NO.334



年度

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

成年年齢が引下げられたことにより、契約に関する経験の浅い若年者の消費者トラブルの増加が懸念されている。また、高齢者の相談も依然として高い割合を占
めており、消費者問題の未然防止のため啓発をする必要がある。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

若年層、高齢者等、市民の多様な属性に合わせた啓発方法を検討する必要があ
る。

消費生活相談員による具体的な相談事例をもとにした
啓発活動によって、消費者問題の未然防止に寄与して
いる。

31.2%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 35.6%

うち受益者負担 Ｂ

1,797

消費者被害の未然防止のため、啓発活動を継続する。

相談業務委託料 660

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

119人 300人

国・府支出金 3,247 3,068 3,994

A.有効的である（改善の余地がない）

令和3年度以降、啓発講座のうち学校に関するものは
教育委員会に事務移管して実施したため、参加数実績
が大幅に減少している。地域団体等の講座参加数は、
計画策定時より増加している。地方債

上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

1,708 1,814

成果の達成状況 C.判断できない

現状維持

令和

660 660 情報提供（広報誌） 12回 12回 12回

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

35.8%

主
な
内
訳

消耗品費 221 2,031 3,245 立入検査回数 3回

事　業　費（千円）Ａ 5,044 4,776 5,808 消費者啓発講座参加数 4,461人

5回 4回

負担金 502 507 523

事業の手段・方法
（どのように）

消費者啓発講座、特定計量器定期検査、家庭用計量器の無料検査、家庭用品品質表示法・消費生活用製品安全法・ガス事業法・電気用
品安全法等に基づく立入検査の実施。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 一部委託

事業内容 消費者が時代に即応した正しい知識を身につけられるよう、地域団体と連携した出前講座や広報誌での情報提供などの啓発を行う。

めざす姿（目標） 啓発活動を通じて、消費者被害が拡大しないように未然に防止する。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度 R4年度 R5年度

項目２消費者の啓発

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

消費者（市民）

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 334

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 消費者啓発保護事業 財務会計上の事業名 消費生活センター運営事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 8 2 1 担当部署名 商工振興課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第８節消費生活の充実

項目

NO.335



年度

その他 (              )

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 335

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 消費者活動支援事業 財務会計上の事業名 ー

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 8 3 1 担当部署名 商工振興課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第８節消費生活の充実

項目

R4年度 R5年度

項目３消費者活動の支援

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

消費者（市民）

事業の手段・方法
（どのように）

消費者団体が実施する啓発講演会や商品調査などへの活動支援を行う。

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 直営

事業内容 消費者団体が積極的に消費者に対する教育や啓発を行い、地域における消費者リーダーを育成できるよう支援する。

めざす姿（目標） 消費者団体が実施する啓発講演会や商品調査などへの活動支援を行い、団体の質の向上を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

主
な
内
訳

消費者啓発講座・商品量目検
査

3回

事　業　費（千円）Ａ ー ー ー 啓発講座参加者数 220人/年

1回 3回

成果の達成状況 C.判断できない

現状維持

令和

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）
実績

（R4年度）
目標値

（R４年度）

51人/年 230人/年

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

新型コロナウイルスの影響により、令和4年度まで商品
量目検査が中止となったため、講座参加者、検査回数
ともに減少している。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

団体構成員の高齢化が進行している中、新型コロナウイルスの影響もあり、大人数で食品を取り扱う商品量目調査の実施が困難になっている。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

特になし。

市民団体に対する啓発活動を継続して行うことで、消
費者問題の未然防止に寄与している。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ

消費者被害の未然防止のため、市民団体へ支援活動を継続する。

NO.336



年度

その他
(火葬場使用料

等)

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 336

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 葬祭場管理運営事業 財務会計上の事業名 葬祭場管理運営事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 9 1 1 担当部署名 総合窓口課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第９節安心して任せられる葬儀

項目

R4年度 R5年度

項目１市営葬儀の充実

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市営葬儀、火葬場利用者及び墓地使用権者並びに墓参者

事業の手段・方法
（どのように）

指定管理者及び委託業者による維持管理

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 全部委託

事業内容 葬祭場、火葬場、桃園墓地の適切な管理運営を行う。

めざす姿（目標） 指定管理者制度により、市営葬儀の多様化に対応し、市民サービスの向上を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

40.2%

29,938 27,347

主
な
内
訳

指定管理料 10,745 9,900 9,900

事　業　費（千円）Ａ 49,367 50,275 50,665 市営葬儀件数 440件/年

小動物処理等業務委
託料

3,617 3,617 3,617

成果の達成状況 B.順調に推移していない

現状維持

池田市葬祭条例・池田市火葬場条例・池田市立桃園墓地使用条例・

令和

15,917 15,917

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

火葬場業務委託料 15,917

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

466件/年 500件/年

22,553 29,938 27,347

国・府支出金 100 124 130

A.有効的である（改善の余地がない）

新型コロナウイルス感染症の影響もあり、市営葬儀件
数は増加傾向であるが、収益等は減少傾向である。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

20,213 23,188

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

新型コロナウイルス感染症及び民間業者での小規模葬儀の増加の影響もあり、葬儀形態が家族葬及び直葬が主流となっている。市営葬儀(直葬を除く)の割合と
しては、令和３年度３３．３％で令和４年度３７．３％と多少増加傾向であるが、以前の市営葬儀件数までは達していない。また、直葬も入れれば、令和３年度４２．
３％で令和４年度は４８．１％である。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

近年池田市にも民間の葬儀業者が増加しており、市営葬儀の件数も伸び悩んで
いる。また、ネットでの葬儀検索で市営葬儀と業者葬を間違えて予約する事例が
増加している。

新型コロナウイルス感染症の影響もあるが、民間の葬
儀業者の増加も原因である。

45.8%

受益者負担率　Ｂ÷Ａ 45.7% 59.5% 54.0%

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 54.1%

うち受益者負担 Ｂ 22,553

26,714

民との差別化を考えながら指定管理者と協議等を進めて行く。

NO.337



年度

その他
(火葬使用料

等)

行政評価シート(令和4年度実施事業) NO. 337

（１）事務事業名・総合計画の体系等

 第３期実施計画の事業名 葬祭場改修事業（火葬炉） 財務会計上の事業名 葬祭場管理事業

 第３期実施計画の区分
章/節（施策）/項目/事業番号 3 9 2 1 担当部署名 総合窓口課

総合計画
の体系

章 第３章人・環境に優しい安全・安心なまち

節（施策） 第９節安心して任せられる葬儀

項目

R4年度 R5年度

項目２施設の改修

　

元 ～ 令和 4 年度

事業の対象
（誰を、何を）

市営葬儀及び火葬場利用者

事業の手段・方法
（どのように）

火葬及び市営葬儀

（２）事業の概要

（決算） （決算） （予算）

実施形態（直営/委託） 全部委託

事業内容 老朽化した葬祭場や火葬場を改修する。

めざす姿（目標） 炉の改修を行い、長寿命化を図る。

関連計画

実施期間
（第３期実施計画期間）

（３）事業費等 （４）成果の達成状況、有効性・効率性評価

区　　　　　分
Ｒ3年度

8,458 9,150

主
な
内
訳

火葬炉設備修繕 5,800 5,775 9,150 動力版交換 －

事　業　費（千円）Ａ 6,076 8,458 9,150 汚物炉修繕 －

－ ー

成果の達成状況 A.順調に推移している

現状維持

令和

2,640 炉煉瓦部分補修 － 完了 完了

指
標
値

(

活
動
・
成
果

)

指標の内容
実施計画策定時

（H30年度）

スチール扉等修繕 276

実績
（R4年度）

目標値
（R４年度）

－ ー

6,076 8,458 9,150

国・府支出金

A.有効的である（改善の余地がない）

修繕等が完了したため。

地方債
上記「達成状況」選択の理由　

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目標達成のための有効な事
業内容となっているか

事業は効率的に実施できて
いるか

0 0

（５）事業の現況と今後の見通し

本事業をとりまく状況の変化（社会情勢・ステークホルダー・要望等）

毎年、各炉の部分補修を行い延命化を図っているが、火葬件数の増加により、炉の劣化が著しい。

目標達成に向けた課題 課題を踏まえた今後（令和６年度以降）の事業の方向性

各炉の煉瓦等の全面改修及び部分補修を行っているが、耐久年数満了を迎えて
おり炉の入れ替えが必要である。

達成したため。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ 100.0% 100.0% 100.0%

財
 
源

一般財源 Ｃ

上記「有効性・効率性」
選択の理由

A.効率的である（改善の余地がない）

一般財源比率 Ｃ÷Ａ

うち受益者負担 Ｂ 6,076

0

炉の部分補修を行いながら、業者と協議等を行い、令和７年以降に実施予定の
炉の入れ替えに備える。

NO.338


